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Ⅰ．法人の概要 
 

■１．建学の理念 
学園名の由来となった「當相敬愛（とうそうきょうあい）」という一語は、建学の精神として永く相愛学園を導

いてきた。「當相敬愛」は、大乗仏教特に浄土真宗の依拠する浄土三部経のひとつ『仏説無量寿経』に示されてい

る「當相敬愛、無相憎嫉（當に相い敬愛して憎嫉することなかるべし）」という節の一語であり、「自らを慈しむよ

うに他者をも相敬うべし」とその意味を押し広げることができる。さらに言うならば「おこない」「ことば」「ここ

ろ」の身口意を調えて人生を生き抜くことの大切さを教えている。従って、相愛学園の指針である「當相敬愛」は、

今日要請されている教育思想の根幹となる「共生（敬）」と「自利利他（愛）」の基本とも通底する精神である。グ

ローバル化やそれに伴う競争的社会のもと、社会的格差が拡大しつつある現代社会において「當相敬愛」の精神を

基盤にした教育思想は、「共生」と「自利利他」を可能にする内的規範意識の形成に深く関与し、それを涵養する

ことを使命としている。以下は、「共生」と「自利利他」の思想のもとに営まれる本学園の教育目標である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■２．設置学校・所在地 
 

【設置学校】 

 

◆相愛大学 

 

◆相愛高等学校 

 

◆相愛中学校 

 

 

【所在地】 

 

◆南港学舎（大学・大学院）        

                 大阪府大阪市住之江区南港中４－４－１ 

 

 

◆本町学舎（中学校・高等学校・大学） 

 

                 大阪府大阪市中央区本町４－１－２３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「當相敬愛」の精神を基盤にした教育目標 

 

◇ 生命の尊さを学ぶ 

◇ 人生の目的を探求する 

◇ 市民的公共性を養う 

◇ 総合的な判断力を養う 

◇ 地域と連動し地域を担う人材を育成する 

◇ ボランティア精神を涵養する 
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■３．各学校の入学定員・収容定員 
                                〈2024（令和6）年4月1日 現在〉 

 

【備考】 

2022（令和4）年度より、 

 ・大学音楽学科の定員を100人から80人に変更 

 ・大学人文学科の定員を90名から105人に変更 

 ・大学人文学科の編入学定員（3年次）10人を新たに設定 

2024（令和6）年度より、 

 ・人間発達学部の子ども発達学科を子ども教育学科に、発達栄養学科を管理栄養学科に名称変更 

 

 

■４．役員・評議員〈2024(令和6)年2月1日現在〉 

 

  ◆理 事 長   金児 曉嗣 

 

  ◆副 理 事 長   吉野 和夫 

 

 

  ◆常 務 理 事   釈 徹宗／園城 真生／和田 惠昭 

 

  ◆理 事   荻野 昭裕／金児 曉嗣／光岡 理學／大谷 紀美子／進藤 容子／田中 和子／ 

            松本 喜久雄／楠本 海量／南 努／吉野 和夫／佐々木 博文 

 

  ◆監 事   竹山 健二／土井 純三 

 

  ◆評 議 員   宗本 昌延／松下 昌文／川中 美津子／庄條 愛子／太田 正見／佐藤 加奈子／ 

            石﨑 哲朗／藤永 慎一／直林 不退／秋田 光彦／石田 真住／鷺岡 和徳／ 

            佐竹 法誓／片岡 留理子／福井 明美／上記記載の常務理事及び理事 

 

 

 

 

 

  学 部 学 科 入学定員 編入学定員 収容定員 

大学 

大学院 音楽研究科 8 人 － 16 人 

音楽学部 
音楽学科 80人 － 340人 

計 80 人 － 340 人 

音楽専攻科 12 人 － 12 人 

人文学部 
人文学科 105人 10人 425人 

計 105 人 10 人 425 人 

人間発達学部 

子ども教育学科 

（子ども発達学科） 
80人 － 320人 

管理栄養学科 

（発達栄養学科）  
80人 － 320人 

計 160 人 － 640 人 

       大学 合計 365 人 10 人 1,433人 

高等学校 

普通科 120人 － 360人 

音楽科 30人 － 90人 

計 150 人 － 450 人 

中学校 

特進コース・進学コース・ 

音楽科進学コース 
75人 － 225人 

計 75 人 － 225 人 

          高等学校・中学校 合計 225 人 － 675 人 
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■５．教育研究組織〈2024(令和6)年4月1日現在〉 

 

 

 
 

　　声 楽 専 攻

　　ピ ア ノ 専 攻

　　創 作 演 奏 専 攻

　　オ ル ガ ン 専 攻

　　管 弦 打 楽 器 専 攻

　　古 楽 器 専 攻

　　作 曲 専 攻

　　音 楽 学 専 攻

　　音 楽 療 法 専 攻

　　アートプロデュース専攻

　相愛大学附属音楽教室

　相愛中学校

　相 愛 大 学 図 書 館

　相愛高等学校

　人　文　学　部

　相 愛 大 学

相 愛 学 園 　人 間 発 達 学 部

　附属研究・教育機関

　共 通 教 育 セ ン タ ー

　音　楽　研　究　科

　音　楽　専　攻　科

　相愛オーケストラ

　音　楽　学　部

　子ども教育学科（2024年4月以降の入学生）

　子ども発達学科

　管理栄養学科＜管理栄養士養成課程＞（2024年4月以降の入学生）
　発達栄養学科＜管理栄養士養成課程＞

　大　学　院

　音　楽　学　科

　人　文　学　科

　相愛大学総合研究センター

　演奏コース

　音楽文化創造コース

　特別演奏コース
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■６．法人事務組織〈2024(令和 6)年 4月 1 日現在〉 

 

 

内部監査室

学生部

監事 学生支援センター事務室

広報･情報センター事務室

広報･情報センター事務室

学長室

総務課

総務部 財務課

評議員会

教学部 教学課

理事会 大　　　学 大学事務局

総務課

法人本部

総務部 財務課

学園事務局長

入試部 入試課

理事長 学　　　長 大学事務局長

※大学の国際交流部、保健管理センター及び宗教部以下の点線枠は事務所管部署を表す。

企画室

宗教部 学生支援センター事務室

高等学校・中学校 高中事務局

高中事務室

校　　　長 高中事務局長

就職部

国際交流部 教学課

保健管理センター 学生支援センター事務室

図書館 図書館事務室
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■７．教職員体制 
 

① 教育職員数（4/1現在） 

大学 

2023年度 

(令和 5年度) 

2024年度 

(令和 6年度) 

専任 特任 契約 専任 特任 契約 

音楽学部 10 人 6 人 3 人 11 人 6 人 2 人 

人文学部 12 人 5 人 1 人 12 人 5 人 1 人 

人間発達学部 15 人 6 人 11 人 16 人 6 人 8 人 

合計 37 人 17 人 15 人 39 人 17 人 11 人 

            ※実験実習契約助手を含む 

 

 

高等学校・ 

中学校 

2023年度 

(令和 5年度) 

2024年度 

(令和 6年度) 

専任 
特別
常勤 

常勤 専任 
特別
常勤 

常勤 

25 人 7 人 17 人 28 人 9 人 9 人 

 

 

 

② 事務職員数（4/1現在） 

  
2023 年度 

(令和 5 年度) 

2024 年度 

(令和 6 年度) 

専任事務職員  28 人 28 人 

特別契約職員  20 人 18 人 

嘱託職員 教務系 9 人 8 人 

 事務系 21 人 25 人 

 健康管理系 1 人 1 人 

 技術系 1 人 1 人 

 現業系 1 人 1 人 

臨時職員  22 人 22 人 

合計  102 人 104 人 
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■８．沿 革
   

1888年 

(明治 21) 

大阪市本町（現高等学校・中学校所在地）に

相愛女学校設立 

1987年 

(昭和 62) 

短期大学に英米語学科設置 

 
 西本願寺第二十一代宗主明如上人の妹君、     

 大谷朴子初代校長就任 1994年 

(平成 6) 

南港学舎学生厚生施設棟(現学生厚生館)・ 
  教育研究棟(現 4号館)完成 

1906年 

(明治 39) 

相愛高等女学校と改称                 

大阪女子音楽学校設置  1995年 

(平成 7) 

相愛女子短期大学家政学科食物専攻を生活 
 

 
学科食物専攻に、家政学科被服専攻を生活 

1911年 

(明治 44) 

本派本願寺直轄学校になる  学科衣生活専攻に名称変更 
  

1999年 

 
  相愛大学音楽専攻科設置           

1928年 

(昭和 3) 

財団法人相愛女学園設立 (平成 11) 相愛女子短期大学生活学科食物専攻を食物  

相愛女子専門学校設置  

 

栄養専攻に、衣生活専攻を人間生活専攻に 
 

 
名称変更 

1937年 

(昭和 12) 

相愛女子専門学校に音楽科設置    
2000年 相愛大学人文学部男女共学を実施      

  (平成 12) 音楽学部の 3学科を統合し､音楽学科 1学科 

1947年 

(昭和 22) 

相愛中学校設置  に改組                    
人文学部に人間心理学科・現代社会学科設置 

 
 

 相愛女子短期大学に人間関係学科設置 

1948年 

(昭和 23) 

相愛高等学校設置  
 

 
2006年 相愛大学人間発達学部（子ども発達学科、 

  (平成 18) 

  

発達栄養学科）設置 

1950年 

(昭和 25) 

相愛女子短期大学設置 
 

 2008年 相愛大学人文学部現代社会学科を社会デザ 
  (平成 20) イン学科に名称変更 

1951年 

(昭和 26) 

学校法人相愛学園に改組   
 2011年  相愛大学音楽学部に音楽マネジメント学科 

  (平成 23) 設置 

1953年 

(昭和 28) 

短期大学に家政科・音楽科設置  

 

人文学部を日本文化学科、仏教文化学科、 

高等学校に音楽課程開設 文化交流学科の 3学科に改組 
    

1955年 

(昭和 30) 

子供の音楽教室開設 2013年 

(平成 25) 

相愛大学人文学部を人文学科 1学科に改組 
  

    

1958年 

(昭和 33) 

相愛女子大学（音楽学部）設置 2018年 相愛大学大学院音楽研究科設置 

大木惇夫作詞 山田耕筰作曲 新学園歌完成 (平成 30) 

 

2024年 

(令和 6) 

相愛大学音楽学部を音楽学科 1学科に改組 
   

1982年 

(昭和 57)  

相愛女子大学を相愛大学と校名変更 

音楽学部男女共学を実施 

相愛大学人間発達学部子ども発達学科を子ど 

も教育学科に、発達栄養学科を管理栄養学科 

 

1983年 

(昭和 58) 

 
 に名称変更 

大学・短期大学を現キャンパスの大阪南港   

に移転 
 

 

 
 

 

1984年 大学に人文学部設置   

(昭和 59)    
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Ⅱ．事業計画の概要 
 

※法 人 
 

■１．ガバナンス機能の強化 
 学校法人におけるガバナンス強化が求められるな

か、本学園においても、関係する各法令等の遵守、

学園内の規程等の整備と点検を履行し、運営基盤の

強化を図るとともに、設置する各学校の教育の質の

向上、運営の透明性の確保に努める。 

 大学においては、2021（令和 3）年度に策定した

「相愛大学ガバナンス・コード」を遵守するととも

に、2022（令和 4）年度に受審した「大学機関別認証

評価」において指摘を受けた関連項目について、改

めて点検を行う。 

 

■２．教職員の人材育成 
2021（令和 3）年度に策定した「教職員の人材育

成の目標・方針」に沿って、「建学の精神」のもと、

学校教職員としての意識の向上と必要な知識・技量

の向上を図る。 

各教職員が、組織のなかの一人として、また個人

として能力を発揮するとともに、それぞれの立場に

応じて組織の運営や業務遂行が行えるよう、体制等

の整備に努める一方、研修等を計画的に企画・実施

するなどして、積極的にＳＤ活動に取組んでいく。 

 

■３．相愛学園本町学舎開発プロジェクト 
 学校と企業が共存する都市型キャンパスとして

2026（令和 8）年 8 月の竣工に向け建設中の、本町

学舎新校舎について、各施設・設備の細部に渡る調

整を継続する。校舎の建設にあたっては、耐震改築

にあたる補助金の獲得についても、細心の注意を払

って申請を行うこととする。 

 

■４．中期財務計画の遵守と状況に応じた見

直し 
 学生・生徒の確保に苦慮する中で、中期財務計画

の遵守が困難な状況となっており、現況を見据え、

継続遵守できるように見直しを図る。 

 

■５．私立学校法の改正に伴う関連作業 
 2025（令和 7）年 4月に施行される「私立学校法」

の改正に伴う「寄付行為」の変更について、文部科

学省の作成例を参考に、細心の注意を図りながら、

作成する。 

 

■６．学園創立140周年を見据えた事業の推

進 
 学園創立140周年となる2028（令和10）年までに実

施する取組みをまとめ、年度ごとの計画作成と各計

画の実現をめざし、学内外の関係機関等と調整を図

り、推し進める。 
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※大 学 
 

■１．建学の精神の具現化 
本学の建学の精神である「當相敬愛」の心に基づ

き、宗教部が中心となり、宗教教育と宗教活動の質

的向上・充実を図り、建学の精神の具現化に努める

とともに、社会へのかかわりと他者への敬愛の思い

の大切さを教育の基底に据えたさまざまな活動を推

進していく。 

① 定例礼拝・礼拝室礼拝・市民仏教講座・聖歌隊・

宗教文化研究隊の通年行事 

定例礼拝は前期を本学の 3学部の特色を活かした

内容とし、後期を宗教教育研修会を兼ねた内容とし

て企画する。講話（法話）は学内外から講師を招き、

学生・教職員がより参加しやすいテーマを設定し、

参加促進を図る。定例礼拝を実施しない木曜日の昼

休みには、礼拝室礼拝を実施し、2か月に 1回程度、

終了後に茶話会を催すなどして、学生・教職員の交

流を深める機会とする。礼拝室礼拝での法話は、仏

教文化専攻学生や僧籍を持つ教職員が行う。 

毎月の第一土曜日には、浄土真宗・仏教に関する

公開講座「市民仏教講座」を、地域の一般の方にも

多く参加してもらえるよう内容を工夫し実施する。 

なお、各宗教行事には、聖歌隊や宗教文化研究隊

も参画し、スタッフとして活動する。 

 

② 一般行事について 

新入生本山参拝・仏生会法要・降誕会法要・報恩

講法要・成道会法要・御正忌法要・二十歳を祝う式

典・帰敬式・卒業生津村別院奉告参拝等の宗教行事

を実施する。また、宗教部機関誌『法輪』を刊行し、

宗教教育の充実を図る。 

「宗教教育教職員研修会」では、社会で問題とな

っている事象や、龍谷総合学園が推進するＳＤＧs

（「Sustainable Development Goals〈持続可能な開

発目標〉」）に関連することをテーマとして取り上げ、 

教職員へ「當相敬愛」の精神の涵養を図っていく。 

さらに、社会とのつながりの一方策として、浄土

真宗本願寺派大阪教区と連携し、近隣寺院の報恩講

に参拝する取組みを実施するほか、能登半島地震に

関するボランティア等に関わる活動を検討していく。 

 

■２．『相愛大学第2次将来構想』に関する事

項 
 本学の「将来構想」は、中期目標的性格を持ち、

その実現期間を概ね6、7年と想定して策定している。

『相愛大学第2次将来構想』は、2018（平成30）年2

月に策定し、その後3年間の実績に対する点検と評価

を行い、後半期に向けて全体を整理するとともに各

項目を見直し、2021（令和3）年度に、改訂を行った。 

 2022（令和 4）年度に実施した大学機関別認証評

価の結果を受けて、各指摘事項の改善を行ってきて

いるが、改善した項目のさらなる改革等を踏まえ、

また社会情勢の変化にも対応させた、新たな「第 3

次」の将来構想の策定に向けて、準備を進めること

とする。 

 本学の内部質保証に関する方針については、「相愛

大学将来構想」に掲げる各項目と連動させ作成する

「事業計画書」「事業報告書」をもとに点検・評価を

実施することにしていることから、基本となる「将

来構想」の作成・改訂については、慎重に行いたい。

また、作成・改訂にあたっては、理事会、評議員会

とも十分に連携を図り進めることとする。 

 

■３．教育に関する事項 
（1）教育推進本部 

① 活動方針 

教育推進本部は、『相愛大学第2次将来構想』「1．

教育・学生支援に関する事項」に掲げられた以下に

示す各項目の実現をめざす。 

1）教学マネジメント体制の再構築・高度化と円滑

な推進 

2）高大接続を見据えた入学者選抜と入学者支援 

3）教育課程の改善と実施 

4）アセスメント・ポリシーの実質化 

5）学生支援 

6）キャリア形成支援・リカレント教育支援 

7）ボランティア活動の推進 

教育推進本部は、副学長（教育担当）及び関係部

署の事務責任者によって構成されている。2024（令

和 6）年度は、関係部署、委員会の事業報告書から、

各項目に関する現状を把握、共有し、推進体制につ

いて課題を整理、検討する。その際、「私立大学等改

革総合支援事業」に関する諸事項等への対応につい

ても十分に配慮する。 

 

② 教育改革経費 

 本学独自の取組みである『教育推進事業に対する

経費支援（対象は「相愛大学教育改革経費に関する

規程」第 3条所掲事業)』を、2024（令和 6）年度も

継続するが、経済的事情が改善するまで、単年度当

たり継続事業を含め 2件となるよう、新規募集規模

を抑制する。支援対象とする事業は、①の活動方針

との関連性に重点をおいて採択する。 

本経費による支援事業の実施状況や事業の成果を

全学で共有するために、「事業実施報告書」に基づき、

事業実施状況を教育推進本部で点検・評価するとと

もに、全学に向けて事業報告を公表する。 

 

③ 重点取組 

 本学の教育課程において、全学部で教職課程は重

要な位置を占め、全学生の 2～3 割が入学時に教職

課程を選択している。一方、昨今、教職を志望する

生徒、学生の減少が社会的課題となっており、次世

代を育てる教育者の育成環境はこれまでにない危機

的な状況となっている。教職課程をもつ養成施設で

ある各大学が個別に対応するだけではこの問題を解

決することはできないため、大阪府下の教職課程を

もつ大学、教育委員会、文部科学省が協働して実施

する「大阪の先生になろう」イベントに参加する。

イベント参加により、教職課程をもつ大学としての

認知度向上にもつなげる。 

 

④ 研修機会の参加支援 

本学の大学教育の質的転換に係る事業等や大学教

育改革加速のため、多様な学外研修機会への支援を
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実施する。オンライン開催のものなどを広く紹介し、

教職員の意識改革にもつなげる。経費が発生する研

修については、報告書を求め全学で共有できるよう

にする。 

 

（２）音楽学部・音楽研究科 

≪音楽学部≫ 

 音楽学部は、学則第 2条の 2で謳われた教育研究

上の目的を踏まえ、感性豊かで優れた音楽家、音楽

教育者、音楽研究者などの養成、ならびに音楽文化

と産業復興に貢献できる人材の育成をめざし、教育・

研究を継続していく。 

 

① 教育に関する事項 

 2021年度、2022年度に改編したカリキュラムが、

全学及び音楽学部音楽学科のカリキュラム・ポリシ

ーに沿ったものとなっているか、また学修の効果が

表れているかの検証を行う。 

学生の音楽活動として、オーケストラやオペラ等

の定期公演、各楽器専攻生による学内発表、作曲専

攻生による作品発表等の開催のほか、公開レッスン、

公開講座等の開催を通じて、学生の専門領域の技術

（演奏、創作等）の向上やクラシック音楽に対する

探求心を高めていくとともに、本学音楽学部の水準

の高さを広く学外に発信していく。 

 また、総合型選抜入試が導入されて以来、『相愛大

学第 2次将来構想』「1. 教育・学生支援に関する事

項」に沿って、附属の音楽教室との連携のもと、総

合型選抜入試合格者に対する入学前教育プログラム

を無償で提供しているが、このプログラムがあると

いう理由から総合型選抜入試で受験する者も多いこ

とから、引き続き丁寧な入学者支援を実施していく

こととする。 

引き続き、昨今の音楽を取り巻く環境の変化に沿

った魅力ある専攻・コースの編成となるよう、検討

する。 

  

② 研究に関する事項 

 各教員の研究成果を演奏会や学会、研究会等で公

演、報告、論文投稿等するとともに、広く一般にも

公開し、地域社会への還元を行う。また、科学研究

費をはじめとする外部資金の獲得をも視野に入れた

研究の推進を図る。 

 

③ 地域連携・社会貢献に関する事項 

『相愛大学第 2次将来構想』「3.地域連携・社会貢

献に関する事項」に沿って、北御堂、南御堂のほか、

ＡＴＣや近隣のショッピングセンター等地域の商業

施設等と連携したコンサートを継続的に開催してい

く。音楽による癒しの空間を広く社会に提供し、音

楽が社会にもたらす力を伝えていきたい。 

 

④ 国際化に関する事項 

 国際交流事業として、本学からフライブルク音楽

大学へ、短期留学生の派遣を予定しているほか、提

携校の臺中教育大学より、交換留学生を受け入れる

予定である。また、コロナ禍でストップしていたヨ

ーロッパ現地での夏期講習（ワルシャワ、ローマに

て）を 5年ぶりに実施する予定にしている。 

 

⑤ 学生募集に関する事項 

近年アジア諸国からの入学需要が高まっているこ

とから、入試課とタイアップして留学生の受け入れ

を進める。留学生に対しては特に入学までのスムー

ズな案内を行うとともに、入学後に戸惑うことなく

学修できるように、丁寧な入学前教育を行うことと

する。 

さらに、相愛高等学校音楽科、同窓会（沙羅の木

会）とも継続して密な連携を図っていく。 

 

《音楽研究科》 

① 教育、研究、地域連携、社会貢献に関する事項 

 大学院設置の趣旨及び必要性に掲げられた教育研

究上の理念・目的に基づき、教育・研究を継続して

いく。大学院生と教員・卒業生によって組織する相

愛フィルハーモニアの活動のほか、近年の社会的要

請に即した音楽文化の振興に関する研究を継続でき

るよう『音楽によるアウトリーチ』で実施する地域

社会でのコンサートの企画・出演等を通して、体現

することとする。 

 近年本学研究科在籍者、また修了生が権威あるコ

ンクールに入賞するなどしており、音楽研究科の教

育理念が浸透しているかたちとなっている。さらな

る充実した教育内容の提供を続けていく。 

 

（３）人文学部 

人文学部は、建学の精神のもと、現代社会に生じ

る諸問題を多面的に捉え、自らの問題に立ち向かう

主体性をもった人材を育成すべく、学生の個性を尊

重した教育に取組んでいる。『相愛大学第 2 次将来

構想』を踏まえ、人文学科の特徴である幅広い知識

の涵養や、学生の主体性・学習意欲・社会人基礎力

の向上にさらに力を入れるとともに、きめ細かい学

修支援や就職などの進路指導を継続していく。 

 

① 教育に関する事項 

 新入生に対しては『相愛大学第 2次将来構想』「1

（2）③入学前・リメディアル・初年次教育等の高大

接続教育の充実」に沿って、入学前教育を実施し、

「新入生のつどい」や、『基礎演習Ａ』、『主体的学習

法』などの授業を通じて、大学での学修へのスムー

ズな移行を図るとともに、ゼミナール科目等におい

て、ＩＣＴを活用した教育を行う。 

 また、主体性・コミュニケーション力などの育成

のために、2 回生全員が参加する学外実習の実施、

学部イベントへのボランティア参加等の促進を行う。 

 

② 研究に関する事項 

 春曙文庫にある貴重資料を活かし、外部資金も活

用しつつ、共同研究に努める。また、各自、競争的

研究費の獲得に努める。 

 

③ 社会貢献に関する事項 

 地域社会における生涯教育に寄与するため、人文

学部教員による公開講座を実施する。また、名越康

文客員教授、桂文我客員教授、桂春團治客員教授、
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宮崎哲弥客員教授、笑い飯哲夫客員教授による科目

等を一般に公開し、社会的ニーズの高い学術情報を

広く発信する。さらに、桂春團治客員教授による『大

阪文化特殊講義』の一環として実施している「相愛

寄席」を継続実施する。 

 

④ 進路指導に関する事項 

 1、2回生に対しては、4月のガイダンスを活用し

て積極的な資格取得のための履修指導を行う。また、

キャリア支援科目・ゼミナール科目などの授業にお

いて、就業への意識付けを行い、早期から進路につ

いて考えるよう指導する。 

 3 回生に対しては、学生支援センター職員と協力

し、進路の確認と意識付けの強化を図る。さらに、

キャリア支援科目等で、実践的な職業意識の向上に

努める。 

 4 回生に対しては、ゼミナール科目において、担

当教員による進路選択の助言等を行うなど、希望の

進路に進めるよう積極的な支援を行う。 

 

⑤ 学生募集・広報に関する事項 

 各種媒体での広報物を作成し、配布、発信する。

また、オープンキャンパスにおいて、人文学部での

学修の具体的な様子を伝え、理解を深めてもらう。 

 

⑥ 学生の履修に関する事項 

 適宜開催するアドバイザー会議、学科会議におい

て、課題を抱える学生について教員間で情報の共有

を行い、アドバイザーを中心に面談を実施する。 

 

（４）人間発達学部 

≪子ども発達学科・子ども教育学科≫ 

※2024（令和 6）年度入学生から、それまでの「子

ども発達学科」から名称を変更し、「子ども教育学科」

とする。 

 

子どもの未来を支えられる総合的な力の修得をめ

ざし、保育士・保育教諭・幼稚園教諭・小学校教諭

の養成教育を基軸とした社会人育成教育として、従

来の教育活動を着実に進めるとともに、以下の取組

みを実施する。 

 

① 教育・学生支援に関する事項 

a) カリキュラム検討 

2023（令和 5）年度入学生から導入した「3年次主

専攻選択制」、「9 つのパーソナルプログラム（身に

つく力別に示したカリキュラムツリー）」の内容を精

査し、2025（令和 7）年度カリキュラムを見直す。見

直しにあたっては、留学生のニーズに対応できるよ

うな履修モデルも考案し、組み込んだものとする。 

 

b) ＩＣＴ活用教育の充実 

引き続きＩＣＴ活用教育を系統的に展開していく。

相愛大学教育改革経費事業の「ＩＣＴ活用指導力向

上に向けた教育環境整備」が最終年度となる。その

成果を「授業研究会」で共有、活用する。「a)カリキ

ュラム検討」においても、ＩＣＴ活用が 4年間を通

し継続的に展開できるよう配慮する。 

 

c) 資格・免許取得支援 

保育士資格、幼稚園教諭一種免許、小学校教諭一

種免許の取得に向けては、学外実習を中心とした養

成教育を展開している。実習担当者と学科全教員と

が情報共有し支援している現支援体制を継続しつつ、

学生の負担感などの原因を調査し改善を工夫すると

ともに、「a)カリキュラム検討」に反映させる。 

「認定絵本士養成講座」は、保育士資格や教員免

許を取得する学生はもちろん、しない学生にとって

も達成感をもてるものとなっている。2024（令和 6）

年度も引き続き講座を運営し、内容の充実を図る。

また、「こども環境管理士（2 級）」資格取得に向け

た学習サポートも継続し、「認定絵本士」とともに学

修成果の実感を促す。 

 

d) 学科独自ＦＤ 

 引き続き「授業研究会」及び「子ども教育学科教

育方法研究体制」の各部会を定期的に開催し、授業

内容やカリキュラムの検討、教育方法の情報共有や

学生理解を図る。 

 

② 研究に関する事項 

「授業研究会」は、保育者・教育者養成教育研究

の機会ともなっているため、学科全体での研究的な

取組みとしてさらに発展させる。また、各教員の研

究成果の共有や外部資金獲得に向け、勉強会を行う。 

 

③ 地域連携・社会貢献に関する事項 

2023（令和 5）年度は事業や科目ごとに実施して

きた地域連携活動を整理したため、2024（令和 6）

年度はこれを着実に実施し、地域との良好な関係性

を継続するとともに学生の学修効果を高める。 

2024（令和 6）年度は、人間発達学部として「学び

の体験」イベントを企画している。これは、大学周

辺地域の中・高校生の職業体験機会として提供する

もので、受験生に対しては「総合型選抜入試」の一

環として実施するものである。子ども教育学科では、

学科学生と地域の子どもとの活動に中・高校生が参

加することを想定しており、地域連携・社会貢献活

動としても機能させる。 

 

④ キャリア支援に関する事項 

4 年間を通したキャリア形成教育を「キャリア支

援プログラム」のカリキュラムツリーとして可視化

しており、この実質的な運用を図る。学修ポートフ

ォリオである「わたしの学びの記録」の活用を推進

する。 

保育者・教育者をめざす学生に向け「小学校採用

試験支援プログラム」、「幼・保採用試験支援プログ

ラム」を示しているが、授業科目内での取組みをさ

らに充実させ、低学年から採用試験に向けた意欲を

促す。採用試験対策については専門業者と共同して

展開する。 

 

⑤ 学生募集に関する事項 

保育者・教育者を志望する生徒の減少が著しい。

2024（令和 6）年度、人間発達学部では、「③地域連
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携・社会貢献に関する事項」でも記した「学びの体

験」イベントを企画する。受験生の地元志向がより

一層高まっているため、大学周辺地域の中・高校生

対象の職業体験は保育職、教育職の理解や関心、本

学の認知において有効であると考える。本イベント

を近隣高校との教育連携にも活用する。早期に受験

生と接触する機会としても期待できる。 

その他の学生募集については、2023（令和 5）年

度に実施した内容を見直し、入試課と連携して強化

する。 

1)「① a)カリキュラム検討」の内容をわかりやす

く可視化し、パンフレットや大学ホームページ

などの広報媒体での見せ方を工夫する。留学生

対象の媒体についても作成する。 

2)高校への訪問時や進路相談会の内容について精

査し、受験生が知りたい情報、感じたい雰囲気

を的確に伝えられるようにする。積極的かつ早

期に高校訪問を実施する。 

3)オープンキャンパスでは、さらに体験的で学生

スタッフとの交流機会が増えるよう工夫する。 

4)入学予定者には大学のピアノレッスン室の使用

を認め、大学進学への意識を促す。 

5)相愛高校との教育連携をさらに進める。 

 

≪発達栄養学科・管理栄養学科≫ 

※2024（令和 6）年度入学生から、それまでの「発

達栄養学科」から名称を変更し、「管理栄養学科」と

する。 

 

『相愛大学第 2次将来構想』を踏まえた多彩な実

践的教育を通じて、学びの質の保証とともに、幅広

いフィールドで活躍できる栄養士・管理栄養士の育

成をめざす。2024（令和 6）年度の主な取組み事項

を以下にあげる。 

 

① 教育・学生支援に関する事項 

a) 実践的な学修の展開・実践 

管理栄養士養成課程 9分野及びその関連分野を順

序立てて学修できるカリキュラムに沿って、教育を

行っている。具体的には、『商品開発入門』などのサ

ービスラーニング型の科目や『産官学食育実践演習』、

『在宅栄養ケア演習』、『食と健康』などのインター

プロフェッショナル（多職種連携）教育の科目によ

り、管理栄養士の社会的役割に応じるための実践的

な学修を展開・実践する。 

専門研究科目である『卒業研究』は、自ら課題を

見出し解決できる管理栄養士として活躍する礎を築

くことを目的に開講している。学生自身が研究内容

を理解したうえで卒業研究を選択し、通年授業とし

て調査・研究を行う。『管理栄養士演習』や『管理栄

養士特別演習』(2022 年度以降の入学生対象)では、

管理栄養士として必要な知識の習得に重点をおき、

卒業後の就職現場で即戦力として活躍できる力を涵

養する。 

 

b) 管理栄養士国家試験の受験支援体制の確立 

管理栄養士国家試験対策として、2・3回生を対象

に夏期・冬期に模擬試験を実施し、管理栄養士国家

試験の理解、管理栄養士国家試験における各学年で

の学びの重要性の認識を高める。 

4回生を対象に年間を通じて、 

1)習熟度別クラス編成での学科専任教員による分

野別対策講座の実施 

2)苦手科目の克服を目的とした専任教員による補

講及び外部講師による夏期・冬期・直前の集中

型対策講座の実施 

3)知識と実力を確認するための学内・学外模擬試

験の定期的実施 

4)過去に出題された問題の反復学習 

5)個別対応（個別面談含む）による徹底した指導･

支援 

6)グループ学習や個人学習を行うラーニング・コ

モンズ（クマルーム、国家試験対策室）活用な

どによる管理栄養士国家試験合格に向けた体制

強化 

を行う。2024（令和 6）年度も受験者の増加と合格

率の向上に向けて支援体制を改善し、受験率及び合

格率の継続的な維持・向上を図る。 

 

c) 初年次教育でのキャリア支援 

2021（令和 3）年度から 3 年間、初年次教育の充

実として、相愛大学教育改革経費を利用した「大学・

短期大学向け入学前・導入教育『学問サキドリプロ

グラム』」（株式会社進研アド）による初年次教育を

実施してきた。管理栄養士養成に必要不可欠とされ

る理科（生物、化学）の学びなおし、大学での学び

に対するモチベーションの向上などの効果が得られ

たことから、2024（令和 6）年度も引き続き実施で

きる体制を確立する。 

 

d) 大学食堂運営によるキャリア形成（免許取得）支

援、キャリアプランの明確化 

物価高騰等による給食運営企業の経営困難が続く

なか、本学食堂も 2024（令和 6）年度より大学が運

営を行うこととなった。管理栄養学科には給食や保

健所での勤務経験を有する実務教員が在籍している

ことから、大学食堂の運営に全面的に協力するとと

もに、特定給食施設となることから学外臨地実習の

場としても利用し、学生の実践的な学びの環境とし

て活用する。 

 

② 研究に関する事項 

2024（令和 6）年度も地域貢献型の研究を推進し､

その内容や成果を学会や研究会での報告、論文投稿

することで広く一般に公開し、地域や社会への還元

を図る。また、すべての教員が科学研究費をはじめ

とする様々な外部資金獲得に向けて、継続して努力

する。 

 

③ 地域連携・社会貢献に関する事項 

a) 大学周辺地域における活動の継続 

これまで社会福祉施設でのボランティア活動、企

業との連携による商品開発や食育推進プロジェクト

など､様々な地域連携･社会貢献事業を実施し、アク

ティブ・ラーニング型の実践教育の場として継続的

な取組を実践している。 
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2024（令和 6）年度においても以下の事業を継続

して実施する。 

1)学科創設時から実施している「ヘルシーダイエ

ット教室」 

2)宗教部主催「市民仏教講座」と連携した「相愛

大学栄養ケアステーション」 

3)ポートタウン東駅前マンション「エバーグリー

ン」主催の夏祭り、餅つき大会への参加 

4)ポートタウンショッピングセンターでの「食育

推進キャンペーン」 

5)株式会社「徳」とのお弁当開発 

6)京阪百貨店とのメニュー開発 

7)近鉄百貨店あべのハルカス本店で開催される

「ハルカス学園祭」での商品開発食品の販売 

8)株式会社新田ゼラチンとのレシピ開発 

9)洋菓子店シャノアールとの健康デザートの開発 

などがあり、いずれも継続して実施する予定である。 

さまざまな取組みを通じて主体的に考え行動でき

る人材の育成、キャリア形成の促進と社会人基礎力

の養成を図るとともに、ＳＤＧｓの実現のために、

地域と連携した「健康長寿の達成」、「地域活性化」

を推進する体験型取組みを計画し、実施する。 

 

b) 産学連携事業を通した学びの深化とキャリア支

援 

産官学連携事業などの実践的な教育の結果、9 年

連続で 100%の就職率を達成している。今後は企業と

の一時的な商品開発だけでなく、経済状況や市場調

査などの社会的状況も考慮した上での商品開発をめ

ざす。また独自に「相愛ショップ」などを展開し、

損益分岐点分析に基づいた利益率などの実践的な教

育も行う。 

 

④ 国際化に関する事項 

現在、発達栄養学科には 16名の留学生（中国、台

湾、ベトナム）が在籍（2023 年 5 月 1 日現在）し、

栄養士・管理栄養士の資格取得をめざして日々学修

している。また、これまでに管理栄養士 5名、栄養

士 4名の留学生を輩出しているほか、卒業後は、大

学院への進学、大黒天物産株式会社や株式会社ロピ

アなどの国際的な大型リテールストアをはじめとす

る日本企業や海外の病院など幅広い分野に就職して

いる。2024（令和 6）年度においても、卒業予定の留

学生が、栄養士･管理栄養士の資格を取得し、国内外

の企業や病院へ就職できるよう支援の充実を図る。 

また、新型コロナウイルス感染症の影響で開催を

中止、または参加対象を絞って実施していた留学生

に対する食育プロジェクトも、再度近隣の語学学校

へも対象を広げての開催を予定している。留学生と

日本人学生との交流の場として実施することでグロ

ーバル化する社会においても活躍できる人材育成の

機会とする。 

 

⑤ 学生募集に関する事項 

2024（令和 6）年度は以下の 6 つの取組みを実施

し、入学者数の増加をめざす。 

1)オープンキャンパスに様々な分野で活躍する卒

業生を招聘し、卒業後の進路や管理栄養士の社

会的役割、具体的な仕事の内容などを高校生や

保護者に説明する。年齢の近い模範となる卒業

生を知ることで、キャリアプランや学びの目的

を明確化させることを目的とする。 

2)過去に入学した学生のいる高校を重点的に訪問

し、本学への複数生徒の進学を提案する。 

3)留学生獲得に向けて日本語学校を積極的に訪問

し、本学で学んだ栄養士・管理栄養士（留学生）

の卒後進路、現状を報告する。留学生のロール

モデルとなりうる本学の卒業生を知ることで、

留学生のキャリアプランや日本での学びの目的

を明確化させることを目的とする。 

4)留学生獲得に向けて日本語学校、外国の短期・

4 年制大学と教育連携協定を締結し、本学に編

入しやすい仕組みを構築する。また、すでに本

学と連携協定を締結し、これまでに本学に短期

留学の実績を有する大学から本学科に編入生を

獲得する仕組みを検討する。 

5)編入生獲得に向けて調理系の専門学校と教育連

携協定を締結し、調理師や製菓衛生士を取得後、

円滑に本学に編入して栄養士・管理栄養士を取

得できる仕組みの構築をめざす。 

6)大学周辺地域からの入学生獲得向けて大学周辺

地域に居住する中・高生を対象に「学びの体験」

イベントを実施し、栄養士・管理栄養士の社会

的役割、具体的な仕事の内容などを紹介する。

栄養士・管理栄養士について知ることで、自ら

のライフプランやキャリアプラン、高等学校や

大学での学びの目的を明確化させることを目的

とする。 

 

（５）共通教育センター 

共通教育センターは、「共通教育センター運営会議」

での審議・検討による全学共通教育の一層の改善と

その適切な運営を継続して推進する。 

 

① 共通教育科目の運営  

共通教育科目は、「基礎科目」、「教養科目」、「アカ

デミックスキル科目」、「複合領域」の 4科目群から

構成している。 

学術協定締結校である英国国立バンガー大学日本

研究所がダブリン大学トリニティカレッジ・ファウ

ンデーション・プログラムとの共催により実施する

ディスタンスラーニングプログラム（遠隔教育）を、

共通教育科目として授業に取入れ、語学力の養成と

英語圏文化への興味の喚起を促しており、2024（令

和 6）年度も引き続き実施する。 

引き続き共通教育科目のカリキュラムの見直しを

行うなど、共通教育のさらなる充実に努める。 

 

② 司書・司書教諭課程の運営 

図書館に関する制度変更を受け通知された「学校

司書のモデルカリキュラム」に対応した運用を継続

するとともに、司書・司書教諭課程の授業の実践例

を幅広く収集し、学生がより興味を持つことができ

る授業を展開するとともに、より能動的な学びをめ

ざす取組みを行う。 
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③ 教職課程（中学校・高等学校教員免許）に関して 

全学の「教職課程委員会」における審議に基づい

て、教職課程（中学校・高等学校教員免許）の運営

を行ってきているが、2023（令和 5）年度には、「令

和 4年度教職課程自己点検評価報告書」を作成、公

表した。教職を志す学生に対しては、2 回生の初め

から教職の履修を確定し、「教職履修カルテ」に基い

て個別指導を行うとともに、3 回生以降は教員採用

試験を視野に入れてグループ指導、個別指導を行う。

今後もその具体的な内容及び方法について、さらな

る改善をめざす。  

 

④ 非常勤講師との連携・協働 

非常勤講師との連絡・連携を密にして、授業環境

のさらなる改善に努める。  

 

⑤ 教育改善のための情報収集  

各種関係機関による研修会、研究会への参加を通

じて、大学教育の質的改善に役立つ情報を得るよう

に努める。 

 

（６）ＦＤ等の教育改善活動 

ＦＤ等の教育改善活動は、ＦＤ委員会を主体とし

て計画・実施する。主な活動は「ＦＤ研修会」、「学

生による授業評価アンケート」とその結果をまとめ

た報告書によるフィードバック、「授業公開」である。

これらの活動は、これまで見直しを重ね定着した取

組みであり、2024（令和 6）年度も継続して実施す

るとともに、教育改善の効果検証について検討する。 

 

① ＦＤ研修会 

 ＦＤ研修会は 3回実施する。そのうち 1回は外部

講師を招へいし、学内では得にくい教育改善に資す

る機会とする。 

 

② 学生による授業評価アンケート 

原則として全科目を対象とした実施を継続する。

2023（令和 5）年度に委託業者を変更し運用してお

り、これを継続する。Ｗｅｂでの実施となって 3年

が経過した。2024（令和 6）年度は、リフレクション

ペーパーの提出の徹底を図り、授業改善や教育改善

に努める。また、授業評価アンケート結果は、教学

ＩＲのデータとして活用できるよう検討する。 

 

③ 授業公開 

授業公開（見学）は、前後期とも2週間の期間での

実施を継続する。見学の報告書から、教員相互の授

業改善効果がうかがわれるが、より客観的な目線か

ら授業改善を促せる取組みを検討する。 

 

■４．研究に関する事項 
（１）研究推進本部 

研究推進本部は、『相愛大学第 2次将来構想』「2．

研究に関する事項」に基づき、各項目の実現に向け、

以下の事業を実施する。 

 

① 研究体制の整備と効果的運用 

1)重点研究助成金 B（創造的・先駆的な研究によ

り、わが国の学術の発展に寄与することのでき

る研究で個人又は 2名以上の研究者が連携して

行う研究）と、特別演奏会助成金への応募を奨

励するとともに、重点研究助成金 A（本学を特

色づける学際的・複合領域的な優れた教育研究

の拠点となりうる研究で 2名以上の研究者が連

携して行う研究）にふさわしい研究課題開発の

検討を行う。 

2)「相愛大学研究助成規程」を運用実態に合わせ

て改定する。 

 

② 研究水準の向上 

1)科研費への応募の質的向上と採択数の増加をめ

ざし、研修会を開催するとともに研究推進本部

による計画調書作成支援を継続する。科研費応

募予定者・科研費交付者に対する個人研究費の

加算を継続する。 

2)教育研究業績データベース（db-SARA）、『相愛大

学研究論集』中の研究業績欄を充実させ、学内

外に発信する。 

 

③ 研究倫理の徹底 

1)「相愛大学競争的研究費等の不正使用防止に関

する基本方針」「相愛大学競争的研究費等の不正

に関する防止計画」に従い、具体的な不正防止

計画を策定するとともに関連規程の見直しを行

う。 

2)上記不正防止計画に従って教員に対する倫理教

育を年 2回程度実施し、研究倫理の徹底をはか

る。また上記の基本方針の周知に努める。 

3)年度当初のガイダンス等において、学部・専攻

科・大学院の新入生全員に研究倫理教育を実施

する。 

4)競争的研究費の適正な運営・管理等を継続して

推進する。 

5)「相愛大学利益相反ポリシー」「相愛大学利益相

反規程」に基づく利益相反マネジメントに関す

るアンケートの実施方法について検討する。 

 

④ 社会諸分野との連携強化による研究の開発と推

進 

1)外部資金の獲得に向けて情報収集に努め、ポー

タルサイト、メール等により関係教員に情報提

供を行う。 

 

（２）総合研究センター 

総合研究センターは、全学的な付属研究機関とし

て、学術的及び実践的な研究活動を部局横断的に推

進し、様々な事業を展開してきた。2024（令和 6）年

度においても、この主旨による以下の事業を継続実

施していく。 

 

① 研究プロジェクトの推進と公開講座の実施 

研究プロジェクトとして、これまでに数々の取組

みを行ってきたが、新型コロナウイルス感染症拡大

の影響で一時中断を余儀なくされた研究プロジェク
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トに関する取組みや、主として大阪南港地域の方々

を対象としてきた公開講座であったが、2023（令和

5）年度にようやく公開講座を再開することができた。

2024（令和 6）年度は引き続き、研究プロジェクト

の推進と公開講座の実施について検討する。  

 

② 『相愛大学研究論集』の編集・発行 

 2022（令和 4）年度に、『相愛大学研究論集』に関

する編集内規、及び投稿基準の改正を行い、投稿期

限を、科学研究費の提出締切りと時期が重なる 9月

から 10 月末日に変更し、本学の非常勤講師にも研

究論集への投稿を可能としたことから、近年減少し

ていた投稿が一定数増加した。2023（令和 5）年度

においては、第 40巻という記念すべき刊行となり、

『相愛大学の現在』という特集も組んで発行するに

至った。 

今後も学内外の様々な活動記録などの原稿も積極

的に取り入れ、バラエティに富んだ論集として、さ

らなる充実を図っていく。  

 

③ 学内及び学外の研究機関との人的交流・協力 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響のため一時

中断していた「飛鳥文庫（仏教音楽コレクションＡ）」

の目録作成再開を受け、昨年度に引き続き音源の整

理・簡易目録の作成作業を進めることとする。なお、

その成果については、総合研究センターが進めてい

る研究プロジェクト「大学アーカイブの構築」の一

環として、学内研究会及び公開講座等で報告してい

く予定である。 

また、3 学部 4 学科の知の融合をめざして、別途

総合研究センタープロジェクトを企画立案したいと

考えている。 

 

■５．地域連携・社会貢献に関する事項 
（１）地域連携推進本部 

『相愛大学第 2次将来構想』では、建学の精神「當

相敬愛」のもとに営まれる教育目標のひとつとして、

「地域と連動し地域を担う人材を育成する」ことを

掲げている。その目標の達成に向けて、自治体・産

業界・公共施設・地域住民との連携を強化し、地域

社会に開かれた大学として、各学部の特長を活かし

た地域連携・社会貢献プログラムを実施している。 

2024（令和 6）年度は、継続して下記の事業を推

進する。 

① 地域連携推進本部を中心とした地域連携活動・社

会貢献活動の推進 

 新型コロナウイルス感染症拡大の影響で多くの活

動が制限されていたが、2022（令和 4）年度以後、活

動の回復に努めてきた。2024（令和 6）年度は、新型

コロナウイルス感染症の 5類感染症への移行を受け、

連携活動を再開する団体、特に医療機関との取組み

強化に努め、従来と同様に、次の基準を満たす良質

な地域連携・社会貢献活動を推進する。 

・本学の教育・研究活動に資するものであること 

・本学のシーズに適合したものであること 

・地域の教育力の向上、文化振興に寄与するもの

であること 

・広報効果に期待ができ、本学のプレゼンス向上

につながるものであること 

 

② 地域連携・社会貢献活動を活かした広報活動の強

化 

 実施する活動に関して、随時、大学のホームペー

ジや公式ＳＮＳで紹介するほか、年間の地域連携・

社会貢献活動一覧をホームページで公表している。

また、地域の自治体と連携した広報誌等への情報提

供を行っており、住之江区のホームページや広報誌

「さざんか」、中央区の広報誌「ちゅうおう」で連携

活動に関する紹介記事が掲載されている。 

2024（令和 6）年度は、ＳＮＳを主軸とした効果

的な情報発信の活性化を図る。 

 

（２）『大阪府内地域連携プラットフォーム』と連動

した事業の推進 

本学が加盟する大学コンソーシアム大阪と、大阪

府・大阪市・大阪商工会議所で構成する『大阪府内

地域連携プラットフォーム』での事業が進行してい

る。2024（令和 6）年度においても、「相愛大学地域

連携プラットフォーム事業推進委員会」での検討・

調整を踏まえ、連携団体等との取組みを推進してい

く。 

 

■６．内部質保証（自己点検・評価）に関す

る事項 
2024（令和 6）年度は、内部質保証体制を整理し、

ＰＤＣＡが確実に回る仕組みを整備することを目標

とする。『相愛大学第 2次将来構想』「7．内部質保証

に関する事項」に沿って、以下のことを実施する。 

 

① 内部質保証体制の機能・恒常的活動推進 

内部質保証体制の明確化を図ることを目的に次の

2点を推進する。 

1)内部質保証は「教学マネジメント」と「管理運

営」の視点をあわせもつ。点検・評価の主体は

それぞれ大学と法人事務局であるため、内部質

保証体制としての連携のあり方を整理する。 

2)大学の各部署での自己点検・評価の結果を、改

善につなげる内部質保証のしくみを整理する。 

 

② 内部質保証のためのＩＲ活動の機能強化と恒常

的・効果的活動の推進 

 現在、大学が収集している各種データの有機的活

用を早急に図る必要がある。2024（令和 6）年度は、

教学ＩＲを中心に相愛大学アセスメント・ポリシー

にしたがって、活用できる基礎データの提供体制を

確立することをめざし、教学ＩＲ委員会の任務遂行

について進捗状況を管理する。 

 

③ 自己点検・評価の実施と結果の活用 

本学の内部質保証は、相愛大学自己点検・評価の

理念に従い、自己点検・評価委員会を中心とした組

織的かつ定期的な自己点検・評価を行い、その結果

を改善につなげ、広く社会に公表することによって
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実現する、と位置付けている。したがって、結果の

活用を見通した自己点検・評価が必須となる。 

大学での内部質保証の基本となる「教学マネジメ

ント」は、3 つのポリシーを起点とした入学前から

卒業後までのエンロールメントマネジメントの視点

が重要である。本学では、自己点検・評価報告は年

度毎に各部署でまとめている「事業報告書」をもと

にしているため、この内容を精査し、より活用を見

通した報告となるよう項目等を検討する。また、②

にあげたＩＲデータの活用を促し、相愛大学アセス

メント・ポリシーにしたがった根拠に基づく自己点

検・評価が実現できるよう検討を進める。 

 

④ 教員の諸活動に関する点検・評価体制の構築 

 2019（令和元）年度に「相愛大学教員活動評価」

を実施した。調査から5年経過するため、2024（令和

6）年度末もしくは次年度をめどに、教員の諸活動に

関する調査を実施する。前回は項目が多く、評価に

ついて学部長の意見を添付するなど、負担の多いも

のであったため、内容、実施方法を再検討する。継

続的な点検・評価体制を見据え、目的や結果の活用

を含めた検討とする。 

 

■７．国際交流に関する事項 
グローバル化社会の進展に伴って、国際社会で活

躍する人材の育成が大きな課題となっている。2024

（令和 6）年度は、『相愛大学第 2次将来構想』なら

びに『相愛大学国際化ビジョン』に基づき、以下の

事業計画を推し進める。 

1)本学学生の海外留学を促進するための方策を、

教学面から検討する。また、保護者会である敬

愛会とも連携し、可能な経済的支援のあり方に

ついて検討を進める。 

2)上記 1)とも関連して、学生の国際感覚の涵養を

図り、異文化間コミュニケーション能力を育成

するため、ハワイ大学マノア校及び英国国立バ

ンガー大学での夏期英語研修を実施する。 

3)中国の学術交流協定締結校から、短期留学生及

び編入留学生を受入れる。また、主に日本語学

校で学ぶアジア地域からの留学生の受入れを積

極的に行う。 

4)入試課と連携して留学生向けのチラシを作成し、

広報に活用する。 

5)中国協定校から研究員を受入れ、学術的・人的

交流を行う。 

6)留学生に対し日本語科目の履修指導を徹底し、

留学生の日本語基礎力の底上げを図る。 

7)留学生の生活・就職支援を行う。また学生同士

の交流や異文化理解を促すため、各学部と連携

して文化交流イベントを実施する。 

8)音楽学部ではショパン音楽大学（ポーランド）

と S.チェチーリア音楽院（イタリア）で夏期講

習会を予定。臺中教育大学（台湾）から留学生

が来日しており、双方向の連携をより一層深め

ることに努める。フライブルク音楽大学（ドイ

ツ）へ打楽器専攻生と教員が招聘され、演奏会

に参加予定である。 

9)新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、『相

愛大学国際化ビジョン』の改訂を行い、改めて

今後3～5年を見据えた目標を設定する。 

 

■８．学生支援に関する事項 
① 学生生活に関する支援 

ＳＮＳなどにおけるトラブルや、危険ドラッグな

どへの注意喚起のために作成している「防災・防犯

ハンドブック（学生用）」を新入生に配付するなどし、

学生が有意義で快適な学生生活を送れるように支援

する。また、新入生オリエンテーションガイダンス

時には、住之江警察署の協力を得て、薬物乱用防止

等に関する講演を行い、学生への注意喚起を徹底す

る。 

留学生を対象とした支援の一つとして、学生支援

センター、教学課、国際交流部が共同で、トラブル

に巻き込まれないよう注意喚起を行うガイダンスを

夏季休暇前に実施する。 

 

② 課外活動に関する支援 

コロナ禍において各団体で部員が減少した為、新

入生歓迎会やクラブ体験会、大学祭、体育祭など、

学生会執行部会や上部団体が主催する行事に力を入

れ、課外活動の活性化をめざす。 

活動中の熱中症予防など安心安全の担保、部員名

簿の整理、活動参加者の管理、練習に代表される自

治の範囲等をクラブ顧問と共に支援しながら指導し

ていく。 

また、「相愛大学クラブ顧問規約」について、現状

に沿った修正を行う。 

 

③ 学生行事の支援 

a) 大学祭の活性化 

2022（令和 4）年度に初開催し好評を博した「相

愛音楽祭」を継続的に実施していく。クラブに所属

していない在学生や、留学生、地域の人々の参加も

増加するよう、学生と協力しながら企画を検討し、

指導を行う。飲食模擬店は管轄保健所からの指導も

あり、キッチンカーで補い、地域の子どもたちが楽

しめるような遊びを交えた模擬店等の出店を検討す

る。 

なお、2024（令和 6）年度は 10月 26日（土）、10

月 27日（日）の開催を予定している。 

 

b) リーダースキャンプ 

年 2回、各クラブ等の幹部学生で行うリーダース

キャンプについては、大学におけるリーダーの意味、

各組織のリーダーの意義を問いながら、リーダー養

成のプログラムとして位置付け開催する。 

各組織の問題点・課題の明確化とその解決を図る

とともに、社会問題への取組み等の議論の場とする。 

 

c) 各学部、学科行事支援 

各学部、学科が実施している、行事・活動の学内・

学外の認知度向上のために、広報・情報センター事

務室と協力して以下のような支援を行う。 

・学生厚生館 ＰＲ・広報エリアの設置 
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・大学ＳＮＳ等を用いた、学外への発信 

 

④ ボランティア活動の支援 

学生が、ボランティア活動に対する理解を深め、

積極的に参加できるように助言や支援を行う。 

また、学生会執行部会や学生支援センターが中心

となり、大学が推奨するボランティア活動を精査す

る。さらに、各クラブ幹部が集まるリーダースキャ

ンプに講師を招き、ボランティア活動、社会貢献活

動等に関する講習会を開催する。 

 

⑤ 学生生活実態調査結果の活用 

4 年に一度を目途に実施している「学生生活実態

調査」の 2025（令和 7）年度実施に向け、過去の調

査内容を精査し、準備を行う。 

 

⑥ 障がい者への理解や配慮の習得 

2024（令和 6）年 4 月から私立大学においても義

務化となる障害のある人への合理的配慮の提供（「改

正障害者差別解消法」）について、教職員、学生、ひ

いては大学のステークホルダーへの啓発に努める。

リーダースキャンプや新入生オリエンテーションガ

イダンスなどにおいての外部講師による講演等の実

施を検討し、できるものから実施していく。 

 

⑦ 健康管理と学生相談 

a) 健康管理 

学生の心身の健康管理と健康維持・増進をめざし、

以下の計画を実施する。 

1)学生への定期健康診断は男女の医師を配置する

ほか、当日受診できなかった学生には別日受診

期間を設定するなど、より多くの学生が受診で

きるよう配慮する。定期健康診断で「要精密検

査」と診断された学生には、別途医療機関での

受診を促し、その検査結果に基づき定期的なフ

ォローアップを行う。 

2)運動系クラブ・サークル所属学生に対して、ス

ポーツ健康診断を実施し、その結果に応じて別

途医療機関等への受診を勧める。さらに、保健

管理センターにおいて、治療経過を定期的にチ

ェックし、フォローアップを行う。 

3)在学生に対してＷｅｂ問診を行い、その結果を

定期健康診断やスポーツ健康診断の結果ととも

に健康指導・健康相談に活用する。 

4)クラブ・同好会所属学生（幹部含む）には年 1

回ＡＥＤ講習会を実施する。 

5)教職員を対象として年 1回「保健管理センター

主催教職員研修会」を実施する。 

6)基本的な感染症予防対策に関し、ポータルサイ

トやポスターを用いて学生に注意喚起を行う。

また、新興・再興感染症に関しては、文部科学

省や厚生労働省の新指針に準じた対策や周知を

行い、キャンパス内の感染拡大を防止する。 

7)「相愛大学保健管理センター年報」の電子化を

検討し、アクセスしやすい形で情報を提供する

ことで、情報共有の効率化を図る。 

8)熱中症やその他の緊急事態に際しての搬送マニ

ュアルを整備し、迅速かつ効果的な応急処置と

搬送プロセスを確立する。これには、熱中症の

初期症状の識別、応急処置の手順、適切な搬送

方法、関連する連絡先の一覧などを含む。マニ

ュアルは定期的に見直し、最新の医療情報に基

づいて更新する。 

 

b) 学生相談 

 「学生の心の健康の増進」、「緊急事態の予防」及

び「退学学生の減少」を図るために次のような計画

を実施する。 

1)「改正障害者差別解消法」の施行にともない新

たに設置を検討している「学生支援室」（仮）に

おいて、配慮を必要とする学生への専門的な支

援を行う。ここでは、特定のニーズを持つ学生

に対して個別のサポートを提供し、学生の学業

や日常生活における課題への包括的な対応をめ

ざす。 

2)全学的な連携を図りながら、学生の心の健康を

視野においた支援策について検討する。 

3)自傷、他害等が危惧される学生や、精神的に登

校できなくなる学生、人間関係が原因でひきこ

もってしまう学生等について、早期に発見し、

対処できるように、担任、保護者等との連携を

図りながら対応する。また、長期休業を余儀な

くされている学生については、より柔軟な対応

ができるような体制を整える。 

4)来談者の長期化を避けるため、担任、アドバイ

ザーや家族との連携を視野に入れながらカウン

セリングを行うとともに、連携医療機関への繋

ぎがスムーズに行えるように、専門医とも連携

を図る。 

5)学生相談室の認知度アップや気軽に相談できる

場所であることをアピールするために、学生と

の交流を促進するイベントを定期的に実施する。 

6)学生のわずかな変化も見落とすことがないよう

に、オンライン面談（Microsoft teams、電話等）

と対面面談を状況に応じて使い分け、学生への

対応に細心の注意を払う。 

7)甲南大学公認心理士学外実習生の受け入れを行

うとともに、同大学との情報交換を行い学生相

談の一助とする。 

 

■９．キャリア支援・就職支援に関する事項 
① キャリア支援 

学生が、「社会に出てどのようなことに取組みたい

か」「自身の将来像」といったテーマをもって、しっ

かり考え、将来をイメージすることが大切である。

2024（令和 6）年度においては、これまで以上に低

年次からのキャリア支援を強化することとし、以下

の取組みを行う。 

a) 低年次からのキャリア支援 

1)4月に全学部の 2回生を対象として、「一生をど

う生きるか？その中に大学生活をどう位置付け

るか？」など根源的テーマについて、外部講師

を招き、講演を実施する。 

2)各学部において 1 回生、2 回生がそれぞれ全員
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履修する授業もしくはキャンパスタイムにおい

て、就職担当教員と学生支援センターのキャリ

ア支援スタッフの協業でキャリアデザイン講習

を実施する。また、各学部学科特有のキャリア

構想の知識、ヒントの獲得を目的に外部講師講

演を中心に実施する。 

 

b)  社会におけるマナーの習得 

 社会に出て必要となる言葉遣いや立ち居振る舞い、

また顧客への対応技術など、すぐに役立つマナーが

身につくよう、「秘書検定試験」「サービス接遇検定

試験」の 2級、さらには準 1級の取得をめざす。ま

た、その支援として、専門の講師による講座を開催

する。 

 

C) 業界研究セミナーの開催 

 1 回生のうちから卒業後の就職意識を高めるべく、

一般企業の業界、業種、職種をレクチャーし、幅広

いリクルート活動への対応力の習得を図る。 

 

d) 各学部・学科独自の講座開催 

各学部・学科の卒業生を招くなどして、現在就業

している仕事の内容や、大学での学びがどのように

役立つか、また企業・団体がどのような人材を求め

ているかなどを見聞することで、学生自身の進路選

択の一助とするとともに、「将来」をイメージできる

ような機会とする。 

 

② 就職支援 

 3、4 回生の各学生が、業界、業種、職種に関し、

正しい知識を持ったうえで、よりよいマッチングと

なるよう支援を行う。 

a) 外部合同企業説明会への参加 

外部合同説明会に出向き、どのような仕事をし、

どのような人材を求めているかなどの話を聞く機会

とする。 

 

b) 就職活動に必要な講座の開催 

 就職活動に必要な履歴書（エントリーシート）の

書き方、面接の受け方、筆記試験対策、公務員試験

対策、留学生向けの講座等を開催するなどし、就職

活動の準備を進めさせる。さらに、直前対策講座を

実施し、Ｗｅｂ面接や対面面接、グループディスカ

ッションなどの体験も取入れ、就職活動に向けてよ

り具体的な場を設定し、自信を持って就職活動に臨

めるよう支援を行う。 

 

c) インターンシップ支援 

大学コンソーシアム大阪や各企業が実施するイン

ターンシップへの参加を促進する。就職に対する意

識の醸成、業界、職種、企業の理解の深化など、学

生の志向や適性を見据えた支援を行う。 

 

d)  内定者の体験発表会の開催 

当該年度に内定を獲得した 4回生から、企業・団

体に関する情報収集の方法、業界を決めた理由、面

接試験での質問内容などの体験談を聞くことで、下

級生がより具体的に就活について理解できる場を設

ける。 

 

e) 学生が参加しやすい就職行事の創造 

各ナビサイトが運営する外部合同説明会への参加

に際し、学生支援センタースタッフが学生に積極的

に参加促進を行い、会場内において「相愛大学カウ

ンター」を設置するなどして、学生が参加しやすい

体制・環境を作る。 

 

③ キャリアスタッフの資質向上 

a) 研修会、研究会への参加 

全国私立大学就職指導研究会や関西学生就職問題

研究会などが主催する研修会や研究会に参加し、就

職に関する全国的な課題や状況を把握するとともに、

他大学の担当者等と、学生・キャリア支援に係る状

況交換を行い、スタッフの知見の向上を図る。また、

それらの情報については、他の担当者とも情報共有

を行うこととし、スタッフ全員のスキルアップにつ

なげていくこととする。 

 

b) 名刺交換会への参加 

ナビサイト運営会社、大学新聞社等が開催する名

刺交換会に、学生支援センタースタッフが積極的に

参加し、企業との関係性を深めるとともに、業界に

関する知識の習得に努める。 

 

④ 外国人留学生へのキャリア支援 

 外国人留学生の就職率向上、効果的な就職支援を

行うべく、専門スタッフによる支援強化を図る。 

 

⑤ 障がい者就職支援の確立 

 学生生活全般における障がい者支援の一環として、

就職に関する支援の効率化を図る。「進路希望登録票」

の一部改編（障がい者情報の記入欄等の設定）を行

うなど、障がいのある学生の認知とともに、それぞ

れの学生に対して的確な支援を行う。合わせて、 公

的サポート機関と十分な連携を図ることとする。 

 

■10．図書館に関する事項 
 大学図書館は学修支援や教育・研究支援機能の整

備を第一義としているが、地域への貢献も要請され

る。2024(令和 6)年度は次のような取組みを行う。 

 

① 学修支援 

 学科構成を反映した資料収集を行うとともに、『相

愛大学第 2 次将来構想』「1(5)⑤情報リテラシー教

育の推進」に基づき、学術情報活用ガイドの作成等

により、学生の情報リテラシー向上を図る。 

 

② 教育活動との連携 

 教育目標の達成に寄与するため、以下のような取

組みを行う。 

1)授業内容に即した文献や情報を積極的に収集・

提供する。 

2)『相愛大学第 2次将来構想』「1（2）③入学前・

リメディアル・初年次教育等の高大接続教育の
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充実」に基づき、入学手続者への入学前利用サ

ービス、相愛高等学校・中学校生徒へのサービ

ス提供を積極的に行う。 

3)学生にとっての有用性を第一の基準とし、限ら

れた資源の有効活用を図る。そのために実際の

利用状況に応じた資料の収集を行う。 

4)『相愛大学第 2次将来構想』「2（1）③各学部・

教員の専門性を発揮する研究の支援と助成」に

基づき、本学の特色を踏まえた資料の収集に心

がけ、ブランド力向上に寄与する。 

 

③ 研究支援・貴重資料 

『相愛大学第 2次将来構想』「2（2）②全学の研究

成果を纏めた「研究論集」の年 1回発行及び内容の

充実」に基づき、「機関リポジトリ」の充実に努める。

また、「春曙文庫」・「飛鳥文庫（仏教音楽コレクショ

ン・Ａ）」・「吉田文庫」・「柿谷文庫」など学術上有用

な資料の整備・保存を行い、未公開資料については

公開準備作業を継続する。とくに「春曙文庫」と「柿

谷文庫」については、国文学研究資料館と協力し、

コレクションが身近に感じられるような手段の整備

に努める。 

 

④ 図書館の一般公開 

『相愛大学第2次将来構想』「3（1）地域連携社会

貢献活動の推進」に基づき、市民に対しての公開を

継続する。公共図書館のないポートタウンにおいて、

本学図書館が果たす役割は大きい。可能な範囲での

公開を行う。 

 

■11．大学附属音楽教室に関する事項 
 ここ数年、新型コロナウイルス感染症の影響によ

り、講師の体制の見直し等、教室の運営等に大きな

変更を余儀なくされた。新型コロナウイルス感染症

による規制が緩和されるに伴って、各種演奏会の開

催や、大学音楽学部との連携もますます強化するこ

とができるようになってきた。 

 2024（令和 6）年度においても、学内外で開催さ

れる音楽会等、様々な機会を利用して教室の案内パ

ンフレット等を積極的に配布するなどし、音楽教室

への入室生の増員に努めるとともに、ホームページ

でのピーアールに努める。 

 

■12．学生募集に関する事項 
① 現状分析と課題 

2023（令和5）年度の各学部学科への入学者数実績、

令和6（2024）年度の入学者数見込みは依然として厳

しい状況にある。 

入学者数の減少傾向に歯止めがかからない要因と

して、コロナ禍における積み重ねの広報ができなか

ったことに加え、国による入学定員管理の厳格化が

緩和されたこと、少子化による 18 歳人口の減少や

大学進学率の頭打ちをうけ、中・大規模大学による

早期入学者確保の動向が強まったことなど、小規模

大学は注目されにくいという外的要因が大きいと考

えられる。 

また、従来の教育内容を伝統的に引き継ぐスタイ

ルでは、現代の高校生の進学意欲に結びつきにくい

状況が伺えることから、広報手段の見直しのみでは

将来的な繁栄は非常に厳しい状況と言える。 

早急に知名度の向上、偏差値の壁への対抗策を講

じ、選ばれる大学としての地位を築かなければなら

ない。 

 

② 募集活動について 

a) 募集活動の基本方針 

2024 (令和 6）年度の広報予算については、昨年

度予算比 10％マイナスの方針が示された。よって一

般的な媒体を利用するなどの広報は大幅な削減を強

いられることとなる。その中で可能な限り本学の魅

力を効果的に伝えるべく、これまでの実績から最も

効果的と判断される対面による広報を中心に展開す

る。また受験動向の早期化に対応すべく、2024（令

和 6）年 3月 23日のオープンキャンパスには各種印

刷物の納品を完了して新年度の募集活動を開始する。 

 

b) 予算編成と各種媒体 

2024(令和 6）年度の広報予算については 10％マ

イナスで編成する。これにより大手媒体の契約を打

ち切り、大学内の教職員の努力により展開可能な内

容で実施する。 

その一例として、2020（令和 2）年度から導入し

たＬＩＮＥアプリは、接触者への的確な情報提供ツ

ールとして有効との分析結果があることから、その

「お友達」登録件数をいかに増やせるかが重要とな

る。ガイダンス等に対応する教職員は常にこれを意

識して募集活動を展開する。 

 

c) オープンキャンパス 

2024(令和 6）年度のオープンキャンパスでは、各

学部学科の教育内容がより受験生に伝わる内容に工

夫するとともに、コロナ禍が一定落ち着いたことか

ら、本学の教育分野と融合するイベントを企画し実

施する予定である。 

 

d) 大学院関連 

大学院音楽研究科への入学者数は開学以降安定し

た募集状況が続いている。よって、本学教員による

案内や、非常勤講師宛にその魅力を発信するなど、

これまでの広報活動を継続する。 

 

③ 入学試験に関する事項 

本学の入学試験はすべてネット出願システムに統

合されており、利便性・機動性ともに時代に即した

出願体制を構築している。なお、2025（令和 7）年度

入試においては、一部制度の変更（追加）を予定し

ていることから、年度開始直後からシステムの仕様

変更に着手する。 

入学試験実施に係る事務や試験実施体制について

は、ミス防止のためのチェック体制を再点検すると

ともに、教職員の研修機会を強化するなど、より信

頼性ある体制確保に努めることとする。 
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※中学校・高等学校 
 

■１．建学の精神の具現化に関する事項 
（１）宗教教育 

建学の精神の具現化を担当する宗教部では、生徒

一人一人に自他のいのちの尊さに響感する資質、能

力をそなえることを目的に、以下の取組みを行う。 

 

① 生徒たちの宗教的知識への理解 

宗教的生活習慣の実践を深化させるには、生徒間

だけでなく、教員、保護者を含めたコミュニケーシ

ョンが重要であることから、専門的知識を学ぶ「宗

教教育研修会」を生徒、保護者、教員の三者合同参

加にて、年一回実施する。また、グループワークな

どアクティブ・ラーニング方式の研修も取り入れ、

宗教教育を充実させる。 

月一回行っている各種法要に際しては、事前に作

成・配布するリーフレットを活用し、法要の内容に

ついての理解を深めることとし、全生徒に対して法

要での法話についての感想文の提出を行い、選定さ

れた数編を『響流十方』（冊子）に収載し、年一回発

行するなどし、仏教的視点をもとに自分自身の日常

での姿、言動、行動の有り様に気づいていく機会と

する。 

さらに、本願寺が主催する千鳥ヶ淵全戦没者追悼

法要における作品募集や、同じく本願寺が主催する

「全国児童生徒作品展」にも応募するなどして、宗

教的理解をさらに広げていくこととする。 

 

② ＳＤＧｓへの取組みとの連動 

建学の精神具現化の一環として推進するＳＤＧｓ

への取組みとして、「生命」、「仏教」、「現代社会」を

キーワードとした新たな学びとして、「ターミナルケ

ア（終末期医療）」をはじめとした本願寺が行うビハ

ーラ活動（福祉的支援活動）に着目し、同活動を行

う施設を訪問するなどして、「自利利他」と「共生」

の社会的意義への理解を深めていく。 

さらに、ウクライナ侵攻など世界で起こる情勢を

踏まえ、いのちの尊厳をテーマとした平和学習のさ

らなる推進を図り、連携協定を結ぶ「ピースおおさ

か」などと協働した新たな学びの機会を企画検討す

る。 

 

（２）人権教育 

近年、いじめや障がい者差別、ジェンダー問題な

ど、様々な人権問題が社会問題として取り上げられ

る機会が増加している中で、「當相敬愛」の精神を具

現化するという観点からも、人権教育は学校教育の

あらゆる場面において、推進していく必要がある。 

 2024（令和 6）年度においては、「宗教部」と「人

権教育推進委員会」の共同会議を定期的に行うなど

して、差別的な事象を未然に防止することに注力し

つつ、宗教的な生命の存在価値に基いて人権が守ら

れる環境の整備・充実に努めていく。 

 様々な合理的配慮が必要な生徒への諸対応につい

ては、人権教育担当者だけではなく、全教職員を対

象とした研修や情報共有のための会議を適宜行うこ

とで、障がいや合理的配慮に関する理解を深めると

同時に、個々の生徒の生活状況、心情などに応じた

対処が可能となるよう、対応スキルの強化を図る。

そのために、大阪私立学校人権教育研究会や大阪府

教育委員会等が主催する教職員対象の研修会にも積

極的に参加し、情報の収集を図り、教職員での共有

を密にとることとする。 

また、教職員だけでなく保護者を含めた講演会や

研修会を企画、実施することで、学校だけでなく家

庭や日常生活における人権意識の滋養を推進してい

くこととする。 

 

■２．『相愛中学校・高等学校第1次将来構想』

に関する事項 
現今の社会状況として社会構造のグローバル化を

はじめ、企業のダイバーシティ化や女性の社会進出

などによって、女子生徒の学びに対する志向が大き

く変化しているなかで、これからの学校教育は、変

わりゆく社会のニーズに対応しつつ、社会の諸問題

に立ち向かい、豊かな未来社会を主体的に創造し、

貢献しうる人材の育成が必要となる。また激化する

私学間競争に生き残り、発展的に存続していくため

の学校改革、教育改革も推進していかねばならない。

これらの課題への対策として、建学の精神である『當

相敬愛』の根幹である「自利利他」と「共生」の本

質を主体的に探究する学びを多種多様に提供し続け

ることで、グローバル社会を心豊かに生き抜く一人

ひとりの個性あふれた人間力（キャリアデザイン能

力）を育てることを主眼とし、2019（令和元）年に

策定した『相愛中学校・高等学校第 1次将来構想』

で掲げた目標の達成に取組んでいるところである。 

 これまでに、3つのスクールポリシー、すなわち、

建学の精神に基づき教育活動を通じてどのような資

質・能力の育成をめざすかを定める「グラデュエー

ション・ポリシー」、教育課程の編成や教育内容・方

法の実施、学修成果の評価方法を定める「カリキュ

ラム・ポリシー」、どのような生徒を受け入れるのか

を示す「アドミッション・ポリシー」の策定につい

て検討を重ねてきたが、「グラデュエーション・ポリ

シー」については策定が完了し、その内容としては、 

 『相愛高等学校は、グローバル化かつ高度情報化

する社会の中で、仏教の教えにある「自利利他」と

「共生」にもとづく広い視野と他者とのコミュニケ

ーションを土台とし、ものごとをより多角的、多面

的にとらえる柔軟な姿勢や思考・判断の涵養をめざ

している。これにより、人々の尊厳と個性が輝きあ

ふれる心豊かな未来社会の開拓と進歩に、主体的か

つ積極的に貢献しうる真のグローバルリーダー像を

自己にキャリアデザインできる生徒を育成する。』 

とした。このポリシーにもとづき、2024 年度中に、

「カリキュラム・ポリシー」、「アドミッション・ポ

リシー」の策定を完了させることとしている。 

またポリシー策定に合わせ、高校および中学校の

特進コース教育改革についても議論を深め、大学受

験に特化し、各生徒の 3年間における学習意識や学

力の成長の変化とそれに伴う多様な希望進路に対応

したカリキュラム構成を維持しつつも、これからの
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社会に対応したグローバルリーダーの育成を見据え

て、社会や企業、また国内外大学と連携し、これま

での文系・理系といった枠を越えて様々な分野を横

断的に学ぶという「STEAM 教育」（文部科学省推奨）

の学びを先進的かつハイブリッド的に取り入れたコ

ース改変の骨子を 2025（令和 7）年 4月開設に向け

て策定することができた。2024（令和 6）年度は同

コースにおける STEAM教育の運用に関して、教員の

指導スキルの向上をめざし、全学的な研修を行うな

ど、開設に向けて準備を整えることとする。 

 

■３．ＳＤＧｓの達成に向けた取組みに対す

る事項 
2019（令和元）年度よりＳＤＧｓの達成目標の一

つである「質の高い教育」の一環として、ＳＤＧｓ

をコンセプトとした探究学習や校外学習などを全学

的・多角的に推進している。  

 2024（令和 6）年度は、以下の取組みを実施する。 

① 中学校 

1年では、地元「大阪について」学び、地域社会へ

の関心と問題意識を身につける。 

2年では、「行政探究」として、総務省近畿管区行

政評価局による訪問授業で地域行政を学ぶとともに、

学校周辺の探索を通して障がい者の安全や地域社会

への関わりについても知り、秋期集団生活で訪問す

る外出困難者の従業員が分身ロボットを遠隔操作し

サービスを提供する「分身ロボットカフェ」での体

験学習を通して、人々の新しい社会参加の形を探究

する。 

3年では、「社会を変える」をテーマとして、（株）

教育と探求社が提供するアクティブ・ラーニングプ

ログラム「ソ－シャルチェンジ」を利用し、主体的

に解決に取組むスキルを身につける。 

 

② 高等学校 

1年では、同じく（株）教育と探求社の「コーポレ

ートアクセス」を利用し、実在する企業が社会の中

でもつ役割や使命等について学ぶことで、ＳＤＧｓ

についての理解を高める。身近な社会課題を発見し、

その解決法を探究することで、地域や社会を動かし、

貢献していく力を涵養する。 

 2年では、「ＳＤＧｓ」と「仏教」との結びつきを

理解することで、仏教的視点にもとづいた思考力と

課題解決力、そして人間力を向上させることを目的

として、全国の龍谷総合学園加盟校の高校生を対象

としたアクティブ・ラーニング夏期交流プログラム

「仏教×ＳＤＧｓ」への参加をめざし、全員がグル

ープワークやプレゼンテーションに取組む。さらに

校内で選抜されたグループが代表となって同プログ

ラムに参加し、グループワークを通して策定された

アクションプランを持ち帰り、全校生徒に向けて発

信することで、他校とのかかわりを広めるとともに、

視野を広げ、自らの考えの変化や深まりを実感させ

ることをめざす。  

 3 年では、持続可能な社会の創り手として未来社

会を切り拓く資質・能力を育成することを目的に、

朝日新聞社が提供する新聞活用の探究学習プログラ

ム「EDURAL」に取り組み、ＳＤＧｓについての学び

を生活様式や社会活動に繋げ、自発的・創造的な見

方を涵養する。 

 

③ 地域と連携した教育活動・社会貢献活動 

 大阪国際平和センター(ピースおおさか)との間で

締結した平和教育に関する連携協定をもとに、同セ

ンターが主催する「終戦の日戦争犠牲者追悼式」平

和コンサートへの音楽科生徒たちによる協力出演を

継続するほか、吹奏楽部による老人ホーム慰問コン

サートなども行う。また2023（令和5）年度に行った

ラトヴィア共和国の高校生との国際交流学習会にお

いて、国際交流を深めるとともに国際平和について

の知識と理解を深めることができたことから、2024

（令和6）年度も引き続きこのような経験ができるよ

う、企画・検討を進める。 

 

■４．教育活動の展開と充実に関する事項 
（１）教育活動の高度化 

2021（令和 3）年度からの中学校新学習指導要領

の全面実施、2022（令和 4）年度からの高等学校新

学習指導要領にもとづく新カリキュラムおよび「知

識・技能」、「思考・判断・表現」、「主体的に学習に

取り組む態度」の 3つの観点別学習状況の評価が年

次実施となる中で、グローバル化や国際情勢の変動、

絶え間ない技術革新等、予測困難な社会に対応でき

るよう、生徒一人ひとりの可能性を伸ばし、新しい

時代に求められる資質・能力を育成し、グローバル

リーダーとしての人材を輩出することが学校教育に

求められている。その人材像として、生徒自身がこ

れからの社会におけるキャリアを意識し、自分の人

生を切り拓くために、さまざまな学びに対するより

深い思考力、主体性、そして他者との協働性といっ

たスキル・資質の育成が求められている。   

その考えをもとに、2024（令和 6）年度は以下の

教育活動を展開する。 

  

① 中学校  

2021（令和 3）年度より実施している新カリキュ

ラムにもとづく教育活動を、デジタル教材を活用し

つつ、進路指導部とも連携を取りながら推進してい

く。  

特進コースは、高校特進コースに進学するための

教育レベルの底上げを行うため、学校設定教科にお

ける国語と数学の演習を目的とした授業や、夏期、

冬期、春期各休暇中の特別補習授業における 5教科

の発展的演習を展開するほか、龍谷大学との連携に

よる「アグリカフェ」では同大学農学部の教授陣に

来校いただき、実習を伴った講義を受けることで、

農業と食育などを教科横断的に学ぶだけでなく、大

学での学びにも早期につなげる。  

進学コースは、資格取得可能な伝統文化（茶道・

華道・着付け）の授業を通じて知的感性を磨く。加

えて、各授業においてグループワーク、発表等の多

様なアクティブ・ラーニングを取り入れたうえで生

徒の活動を適切に評価、フィードバックを行うこと
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で、生徒の主体性および自己肯定感を高めていく。  

音楽科進学コースは、学校設定教科として設定し

ている音楽基礎科目を学ぶことで、音楽の専門的な

素養、スキルを培い、高校音楽科への進学につなげ

る。  

 

② 高等学校  

2022（令和 4）年度からの新学習指導要領に則し

た教育課程・教育内容の展開を発展、継続するとと

もに、新しい３つの観点別学習状況の評価（「知識・

技能」、「思考・判断・表現」、「主体的に学習に取り

組む態度」）を踏まえつつ、以下の指導を行っていく。  

特進コースは、進学実績を積み上げるための仕組

みづくりを強化するため、特進コース教科担任会議

や模試分析会の定期的開催などにより、新課程にお

ける大学入試共通テストや難関私立大学の問題分析

等を含めた情報共有を行い、教科や学年間の連携を

もとにした 3年間の指導計画の推進を発展・継続さ

せる。  

専攻選択コースは、生徒の主体性にもとづく思考

力・判断力・表現力の涵養を重視し、各教科・科目

におけるアクティブ・ラーニングを一層充実させる

ほか、マイクロソフト社「Teams」をはじめとする様々

な Webアプリやツールを活用し、個々の生徒の能力

や到達度に合わせた学びの環境を提供することで、

生徒の学習活動への積極性を高め、教員主体から生

徒主体の授業展開への移行を図っていく。  

音楽科は、国公立大学などへの進路希望に対応す

るために、特進コース開講の国語、英語の授業が受

講できる制度を継続する。また、国際社会に通用す

る英語コミュニケーション能力の向上を目的として、

海外ネイティブ講師とインターネットを介した 1対

1 のオンライン英会話も全科・全コースで継続実施

する。希望者海外研修については、コロナ禍以前の

水準に戻し、国際的視野を広げるとともに、比較文

化理解を深め、今後のグローバル学習への動機づけ

とする。  

 

③ ＩＣＴ活用教育の推進  

2023（令和 5）年度に中学、高校の全学年で一人

一台 iPad端末が整備される環境となり、全教室 Wi-

Fi環境、各教室への大型液晶ディスプレイやプロジ

ェクター設置を含めた文部科学省提唱の「GIGAスク

ール構想」環境整備は完了した。2024（令和 6）年度

はこれらＩＣＴ環境を活用した教育を一層充実、発

展させる。  

ＩＣＴを用いた活動は、MetaMoji 社の学習支援ア

プリ「MetaMoji ClassRoom」と Microsoft社の「Teams」

を軸に展開することで、教師・生徒間の双方向リア

ルタイムの教育活動の、グループワークやプレゼン

テーション資料の作成を含むアクティブ・ラーニン

グの活性化と生徒の学力向上にもつなげる。  

文部科学省が提唱する学校 DX化（デジタル化）に

関しては、同省が推奨する「学校・保護者等間にお

ける迅速な情報共有と、双方の負担軽減にも大きく

寄与する連絡手段の DX化」を受け、モチベーション

ワークス（株）の校務支援システム「BLEND」を 2024

（令和 6）年度より導入する。これにより、これま

で紙のプリント主体であった成績や出欠状況等の教

務情報や各種連絡事項を全てデジタル化およびデー

タベース化することで、教師と生徒・保護者の三者

による情報共有をより迅速でスムーズかつきめ細や

かに行う。またこの「BLEND」の活用だけでなく、教

育活動上における教師・生徒間の教材資料の配付や

連絡事項等に関して、「 Teams」や「 MetaMoji 

ClassRoom」等を積極的に活用してデータ共有に切り

替えることで、学習活動の充実および効率化を図る

だけでなくペーパーレス化も推進し、2024（令和 6）

年度については印刷用紙の利用において 20％の削

減をめざす。  

また導入 5年目となる学習支援アプリ「スタディサ

プリ」（リクルート社）について、動画授業の活用、

既習事項の学び直し、大学入試対策のような発展的

な内容の自学自習を促すことは継続したうえで、学

習活動がより発展的なものになるような活用方法を

各教科で精査をする。また「スタディサプリ」に備

わり、生徒・教員の振り返りと気づきに大変効果的

なポートフォリオ機能の活用についても、進路指導

部主導のもと継続する。  

 

（２）探究学習の深化  

『相愛中学校・高等学校第 1次将来構想』「第 4教

育の質～グローバル社会に貢献する女子のキャリア

デザイン～」において言及し、本校の建学の精神の

具現化を促す活動として、全生徒対象に行っている

ＳＤＧｓをコンセプトとした探究学習をさらに充実

させると同時に、キャリア教育の一環としても各教

科を横断的・複合的に体系づけることで、探究学習

の深化をめざしている。  

キャリア教育に関しては、2021（令和 3）年 12月

に策定した『キャリア教育推進に向けた中期計画』

にもとづいて推進しており、学年ごとの「年間指導

計画」を作成し、各教科における教育活動をキャリ

ア教育と有機的に関連づけるとともに、各教科が複

眼的視野をもち、他教科と連携した教科指導の改善

をはかっている。また「仏教」、「ＳＤＧｓ」、「教科」

やその他の教育活動を探究学習と関連づけることで、

生徒が様々な教育活動と有機的につながりながら自

己のあり方を見つめるとともに、人や社会に働きか

けようとするリーダーシップをもった行動力や協働

性を涵養している。  

2024(令和 6)年度は『キャリア教育推進に向けた

中期計画』における「生徒の成長・変容の把握」及

び「教育活動全体を通したキャリア教育の実践」に

注力し、以下の項目を推進する。  

 

① 『自己評価シート (ルーブリック)』の充実  

生徒個人が主体的学びを通して得た考えや学びを

記録し自己評価を行うことで、キャリア発達の視点

による段階的な人間力の育成を図ることを目的に、

生徒が客観的視点に立ち自らを評価する『自己評価

シートルーブリック』に関して、2023（令和 5）年度

は、各学年で作成されたルーブリックを活用し、探

究学習などの学習活動の振り返りをその都度行った。
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2024（令和 6）年度は、個々の学習活動だけでなく、

年間を通してどのような能力や資質が備わったかも

振り返ることのできるルーブリックのフォーマット

を作成し、生徒の成長や変容の把握を教員間や学年

横断的にも容易とし、授業や探究学習への創意工夫

や指導・教材などの改善につなげる。  

 

② 探究学習の年間指導計画の作成  

探究学習において生徒が主体的に課題を発見し、

その解決方法を見出す力を涵養するためには、探究

学習を計画的に実施するだけでなく、各教科におけ

る学習と探究学習を有機的に関連づけ、教科横断的・

複眼的に実施することが必要である。  

2024（令和 6）年度も前年度から実施している探

究学習の年間計画に関して、各教科との結びつきを

さらに強化した内容で作成することで、探究学習を

より深化させ、生徒の学びの質を高める。また実施

内容における評価と改善に向けた検討を積極的に行

う。 

  

③ 「探究学習 6年間マップ」の充実  

 2023（令和 5）年度は各学年で展開される探究学

習や校外学習、またそれらが他学年の学習活動へと

いかにつながるかを明確にし、6 年間を通じて探究

学習を含む教育活動を体系的に進行できるようにす

る「探究学習 6年間マップ」を作成した。2024（令

和 6）年度はこの 6 年間マップをさらに充実させ、

各教科の学習も含めたさまざまな学習活動を横断的

につなげることで、当該年度だけでなく他学年の探

究学習活動のねらいや意図も横断的に把握し、先を

見据えた指導や創意工夫を行うこととする。  

  

④ 校内研修会の実施  

探究学習やキャリア教育の概念や基本的な実践方

策などについての理解を深めることを目的として、

その専門知識や指導上の様々な情報共有のための校

内研修会を実施している。2023（令和 5）年度は、教

務部主導で新任教員とその他の教員を分け、2 回校

内研修会を行った。2024（令和 6）年度は探究学習

における生徒のファシリテーターを務めるべき教員

のスキルアップや、教科横断型の STEAM教育につい

てもその知見を深めるための研修を検討・実施する。 

 

■５．進路指導に関する事項 
2022（令和 4）年度にスタートした高校新学習指

導要領実施における観点別評価は、教育現場での試

行錯誤のもと 2年を終えた。2024（令和 6）年度は、

この新課程に基づく 2025（令和 7）年度大学入試の

年を迎えており、引き続き情報収集をしながら万全

の対策を整え、次年度以降に向けての分析に繋げて

いくことが求められる。進路指導部では『相愛中学

校・高等学校第 1次将来構想』の「第 5 教育行政の

変革をふまえた教育活動の高度化」の定着に向け、

教育活動・進路指導のシステム構築ならびに強化を

続けてきた。2023（令和 5）年度もＰＤＣＡサイク

ルをもとに内容精査とともに、生徒一人ひとりの将

来的な可能性や資質を引き出すことを重視する指導

体制の強化につなげた。  

 2024（令和 6）年度は 2023（令和 5）年度の実績

を踏まえ、以下の事業を展開する。  

 

（１）各コースにおける進路指導の展開  

 高校普通科特進コースは、入学時段階における生

徒の学習状況の改善や、精神的不安を抱える生徒の

サポートなどの課題が近年顕著になってきているが、

生徒に寄り添う指導体制のもと、進学実績は安定し

てきている。国公立大学進学者は、令和元年度 2名

（在籍 12名）、令和 2年度 1名（在籍 11名）、令和

3 年度 4 名（在籍 9 名、過年度生 1 名含む）であっ

た。人数の変化に大差はないが、大阪大学や大阪公

立大学など、難関国公立大学への合格は各方面から

の認知度を高める結果となった。令和 4年度も 2名

（在籍 8名）と、在籍生徒数を踏まえると良好な実

績と言える。 

 2024（令和 6）年度も、高校・特進コースでは教科

担当者による高校特進コース会議を継続かつ強化し、

コースとして涵養すべき生徒の資質・能力を担当教

員が明確に共有し、学力向上へとつなげる。また教

員研修に関しては、駿台教育研究所主催「駿台教育

探究セミナー」に参加することで、入試問題研究や

教材・授業研究を深化させ、難関大学合格のために

必要な高度な授業展開と個別対応のスキルを強化す

る。さらに夏期休暇中に実施している勉強合宿や卒

業生による合格座談会を通して縦の学年および卒業

生との繋がりを深めることで、受験意識を高めると

同時に学習に対する自信にも結びつけ、難関大学合

格者数を引き続き安定させる。  

 専攻選択コースにおいては、多くの生徒が学校推

薦型選抜（指定校制）を利用して進学するが、大学

入試改革による入試実施時期の変更ならびに進学先

の早期決定を望むことから、エントリーシートや面

接、プレゼンテーションなどによって受験生の能力・

適性や学習に対する意欲などを総合的に評価する総

合型選抜を利用する生徒が増加している。また学校

推薦型選抜（公募制）や一般選抜を利用して難関大

学を目指す生徒も年々増加しており、実際 2023（令

和 5）年度は第 1 回校内指定校推薦会議のエントリ

ーの割合は例年に比べて低かった。このような進路

指導の変化に対応するため、担任、教科担当者主導

のもと、進路指導部も協働して生徒への個別対応を

強化するにあたり、学校全体としての授業力アップ

による基礎学力定着が急務となっている。専攻選択

コース限定の模試分析会定期開催や教員限定の Web

サイト「ベネッセ社ハイスクールオンライン」等の

活用を通し、生徒一人ひとりの学習状況を把握し、

受験指導に必要な情報を多角的に収集することで、

教員の受験指導体制を強化する。  

 

（２）進路ガイダンスの充実  

高大連携プログラムの一端を担う本校の進路ガイ

ダンスは、教務部による探究学習・キャリア教育と

のすみ分けを行ない、「進学」に直結した内容を提供

する。2024（令和 6）年度も引き続き、近年の生徒の

進学状況を考慮し、幅広い選択肢の中から進路決定



 

 

Soai.  23 
 

を行える環境を整えるべく、以下の進路ガイダンス

を展開する。 

 高校 1 年生では高校生活を始めるにあたり、1 学

期に『中学と高校との違い』を把握させ、『文理選択・

オープンキャンパス』をテーマに夏休み実施の大学

オープンキャンパス参加を促し、進路について考え

始める機会を提供する。2 学期には『大学とは』を

テーマに龍谷大学より講師を招聘しての講演を実施

する。また、次年度における特進コースの文理選択

および専攻選択コースの授業選択に向けた『職業別』

ガイダンスを行い、より具体的な意識をもった進路

選択へとつなげる。3学期には『校内ミニ大学講義』

と称し、本校教員が様々な学びの分野を動画で紹介

し、幅広い選択肢の中から進路決定ができるよう全

5ガイダンスを提供する。  

 高校 2 年生では、1 学期に『大学研究』として、

相愛大学や宗門関係校の龍谷大学、京都女子大学の

中から希望した大学を訪問し、各大学の学びに現地

で直接触れることで、進路意識を一層高める。また

『情報を得るということ』をテーマとしたガイダン

ス講演を実施し、1 年後に迫る進路決定に向けたよ

り具体的なオープンキャンパス参加へつなげる。2

学期には『大学入試』をテーマとしたガイダンスを

行うほか、『分野別』ガイダンスでは様々な大学から

異なる分野の教員を招き、希望する分野の学びの説

明を聞くことで、それぞれの学部や学科の学びがキ

ャリアにどのように結びつくのかを学ぶ。3 学期に

は『志望理由書』をテーマとしたガイダンス講演を

行い、自己分析を通して自分の考えを表現する力を

養う。 

 高校 3 年生では、1 学期に進路説明会を行い、入

試に向けての注意事項を把握させるとともに、『面

接・マナー講座』を実施することで、大学訪問や面

接試問時における適切かつ効果的なマナースキルを

養い、面接試問等を伴う入試に備える。  

 中学校における進路ガイダンスは、2020年度より

1 年次から 3 年次まで系統化されたガイダンスマッ

プにもとづいて実施しており、毎年少しずつ発展・

改善を続けている。1 年生で成人年齢引き下げに伴

う『契約とお金』についての理解を深め、2 年生で

はさらに広い視野のもと『生涯設計』をテーマに人

生三大資金を含め、生涯におけるお金の収入と支出

について、講演と仮想体験ワークを組み合わせたガ

イダンスを通して学ぶ。3年生では高校進学を控え、

将来における大学進学を見据えたキャリアデザイン

を促すべく、相愛大学学生支援センターより講師を

招き、大学での就職事情を通して学生時代に身につ

けておくべきことについての講演を聞く。また中学

特進コースにおいて、2022（令和 4）年度より再開

した夏期講習時の龍谷大学農学部とのコラボでの

「アグリカフェ」実施に加え、2023（令和 5）年度は

冬期講習時に京都女子大学法学部とのコラボ講義も

新たに実施した。生徒たちの反応は非常に良好で、

普段触れることのない学問に触れることで、興味関

心を引き出し、進学意識を強化させることができた。

2024（令和 6）年度も中学と大学の連携を意識した

ガイダンスのコンテンツを引き続き検討し、私立中

学校ならではの内容を提供することで入学者増に貢

献するとともに生徒の進路意識の向上ならびに内部

進学率向上に努める。  

 

（３）相愛大学への進学率の向上  

現在、相愛大学への進学率に関しては、音楽科は

例年半数近くを維持してきた（令和元年度 65％、令

和 2 年度は 47％、令和 3 年度 53％、令和 4 年度

58％）。2024（令和 6）年度も、引き続き担任および

実技教員と連携しながら、高水準の進学をめざす。

一方普通科専攻選択コースは、数年前までの一桁台

の進学率（平成 27年度 7％、平成 28年度 4％、平成

29 年度 11％、平成 30 年度 8％）から、令和元年度

15％、令和 2年度 19％、令和 3年度 14％、令和 4年

度 10％と 10％台の進学率を維持している。2024（令

和 6）年度も、相愛大学との情報共有や連携事業を

通して、高大連携の強みを活かした進路指導に磨き

をかけることで、相愛大学への進学率安定を図る。  

 2022（令和 4）年度および 2023（令和 5）年度の

本校オープンスクール開催時に大学案内パンフレッ

トを設置したところ、興味関心を示した受験生・保

護者が一定数存在した。2024（令和 6）年度も引き

続き入試イベントにおける大学案内パンフレットの

設置を継続して実施し、相愛大学進学までを見据え

た中学・高校志願者増をはかる。また相愛大学の入

試情報だけにとどまらず、大学での学びや学部・学

科のイベント参加、高大連携授業の改善などを引き

続き検討・実施し、長期的には普通科・音楽科全体

での進学率 20％台を継続できるように努める。 

 

■６．生徒指導に関する事項 
中学校・高校時代は、本来、対人関係スキルが大

きく磨かれる時期であるが、ここ数年のコロナ禍に

より、生徒同士の直接の会話が減る一方、自宅にい

る時間は増大してきたため、生徒の精神的疲労から

生じるトラブルや、生徒間の多種多様なコミュニケ

ーショントラブルが危惧されている。また、スマー

トフォンなどによる SNSの利用が増加しているが、

真偽が不明で信頼性の低い情報も含まれていること

や、実際に対面することなく世界中とつながるとい

うインターネットの特性により弊害も生じやすい。

生徒たちが安全かつ健康に生活していくことができ

るように、それらのトラブルを未然に防ぐための啓

発が必要である。また、生徒指導部が中心となり、

「自利利他」と「共生」の視点に立って、個々の生

徒の生活実態に対応した、より密接なサポート・指

導が必要である。  

 2024年（令和 6）年度は、このような観点に立ち、

以下の指導を展開する。  

 

（１）生徒対象  

① 「ネットリテラシー講演」  

 民間のネットパトロール会社、通信サービス会社、

警察署の協力を仰ぎ、実際に起こっている問題事例

を交えた講演を開催し、生徒たちが、SNS を加害者

にも被害者にもならないように利用をすることがで

きるよう意識啓発を図る。  
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② 「思春期教育」 

インターネットなどによるさまざまな性に関する

情報が拡散するなかで、性に関するトラブルが社会

的に急増している。思春期という揺れやすい時期の

生徒たちが、正しい情報と知識を得ることによって、

自他の心身の健康につなげていくことを目的に、中

学生、高校生の成長過程に応じた講演会を中学、高

校それぞれ開催する。  

 

③ 「歯科等健康に関する教育」  

厚生労働省、文部科学省、日本歯科医師会が実施

している「歯と口の健康習慣」に合わせ、中学生対

象に本校歯科校医による講演を実施し、歯科疾患の

予防、早期発見の大切さを知る機会とする。  

 

④ 「交通安全に関する教育」  

自転車通学を一部許可している本校において、安

全な登下校に関する知識と習慣づけを目的に、東警

察署の協力のもと、自転車通学を希望する生徒を対

象とした講演会を実施する。また、新入生に対し、

鉄道警察隊による『防犯教室』を実施し、電車など

の迷惑行為防止に努め、安全な登下校につなげる。  

 

⑤ 「避難訓練」 

2022（令和４）年度より始まった新棟リニューア

ル工事によって従来とは異なる避難経路が設定され

たことをうけ、2023（令和 5）年度は各種訓練の内

容を精査し、生徒が落ち着いて安全に避難ができる

ように、教職員による避難経路の正確な把握と適切

な誘導指示、生徒の安全確認等のスキルアップを図

った。2024（令和 6）年度は教職員がさらに高い危

機管理意識をもち、生徒にとって緊迫感を伴った訓

練となるよう各種訓練の質的向上をめざす。具体例

としては、火災に備えた訓練では、教員による初期

消火訓練を含め、被害を最小限に抑えるための対応

スキルを向上させるほか、地震に備えた訓練では、

大阪８８０万人訓練と併せて実施し、ヘルメットの

着用や避難姿勢をとらせるなど、自分で自分の身を

守る行動をとる訓練をする。また、一人ひとりが携

帯電話やスマートフォンなどの様々な情報源から災

害発生情報を入手して適切な行動をとれるよう、防

災意識の向上を図る。  

 

⑥ 「がん等健康に関する教育」  

中学校および高等学校の学習指導要領において、

新たに「がん教育」の推進が求められ、大阪府教育

庁からも外部講師を活用した「がん教育」を実施す

ることが求められている。これを受け、2023（令和

5）年度は体育科の授業における「がん教育」とも連

携をとりつつ、高校生を対象として、学校医である

北野病院より講師を招いて講演を行った。2024（令

和６)年度は中学生を対象とし、講演の内容・表現を

中学生向けに配慮しつつ講演を行うことで、生徒に

がん等の病気に関する正しい知識の習得や、がん患

者等に対する正しい理解にもつなげる。  

 

⑦ 「大麻・薬物等防止に関する教育」  

 大麻・覚醒剤等の薬物乱用防止教育については、

学校保健計画の中に位置づけられており、近年『大

麻グミ』等、違法成分の有無にかかわらず、身体に

悪影響を及ぼすおそれのある食品の青少年間での流

行も懸念されていることからも、喫煙・飲酒ととも

に生徒への啓発が必要である。2024（令和 6）年度

は、薬物の危険性や有害性について正しい情報と知

識を得る講演会を中学生・高校生を対象に実施し、

興味本位の軽い気持ちで危険行為を犯しがちな時期

にある生徒たちの心身の健康につなげる。  

 

（２）教職員対象  

生徒の安全・安心な学校生活のために適切な指導

対応をとることができるよう、教職員を対象に以下

の研修機会を設ける。  

 

① 「救命講習」  

中央消防署の協力を仰ぎ、ＡＥＤ使用・人工呼吸・

心臓マッサージの研修を実施し、緊急時に備える。

形態はできるだけ体験型とするが、新型コロナウイ

ルス感染症などの状況をみて、動画などの他形態で

の実施も検討する。  

 

② 「カウンセリング研修会」  

本校スクールカウンセラーによる生徒へのアプロ

ーチ方法などに関する専門的な研修を実施し、教員

の指導力・対応力のさらなる向上をめざす。 

 上記のほか、生活指導に関する学外の公的協議会

に積極的に参加し、中学・高校が抱える問題につい

て意見交換をし、情報を共有することによって、日々

の生徒指導につなげるとともに、その内容・方法を

継続的に精査し、生徒一人ひとりにきめ細やかに寄

り添った指導の確立をめざす。厚生指導に関しては、

感染症の状況も考慮しつつ、『今できることは何か』

を生徒たちに考えさせる。ボランティア精神を涵養

するという観点からも、学校周辺道路の清掃を行う

『まち美化』運動にできる限り取組むことなどを一

例として、「自利利他」と「共生」の実践を通して、

健全な学校生活の実現に努める。  

 多くの生徒たちが活動するクラブ活動では、その

活性化とともに安全な運営が求められる中で、特に

運動部においては、長時間にわたる練習及び指導に

よる、生徒、教員における心身の過度な負担増加な

どの諸課題に対して『運動部活動の在り方に関する

総合的なガイドライン』（スポーツ庁）や、新型コロ

ナウイルス感染症等のガイドラインを踏まえ、効率

的かつ充実した活動をめざす。また、2023（令和 5）

年度に策定した「熱中症予防のためのガイドライン」

に基づき、熱中症を未然に防ぐための知識と対応ス

キルを向上させることで、体育の授業やクラブ活動、

屋外教育活動における熱中症の予防と対策を講じる

こととする。  

 

■７．入試広報・生徒募集に関する事項 
国全体の少子化による受験生人口の減少が続き、

中学校・高等学校においては私学間だけでなく、公
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校との競争も激化している近年の状況において、本

校独自の魅力ある教育内容を「相愛ブランド」とし

て広報し、他校との差別化を図りつつ、本校の知名

度・認知度を向上させることが、中学校・高等学校

においての喫緊の課題である。各種生徒募集活動（学

校訪問、塾訪問、オープンスクール、入試相談会、

プレテスト、入試対策講座ほか）については、その

活動における効果・成果を確認するために積極的に

データ分析を行い、各種広報媒体や生徒募集活動を、

計画的かつ効率よく推し進めることができるよう、

年間戦略マップを策定している。それにより、より

強固な活動基盤が確立されるだけでなく、教職員の

広報活動に対する理解も深められており、さらなる

広報活動の活性化を図ることができる。 

 2024（令和 6）年度は前年度までの成果や課題を

踏まえつつ、『相愛中学校・高等学校第 1 次将来構

想』の「第 6 入試・広報活動の活性化」に基づき、

以下の各取組みを展開する。  

 

（１）広報活動の高度化  

受験生及びその保護者世代に相愛の知名度を向上

させるために、広報活動を複眼的にとらえ、様々な

アプローチを深く掘り下げ、かつ高度に展開すべく、

引き続き次の事項を検討・実施する。  

 

① 中学校・塾訪問の時期や方法の緻密化  

中学校及び塾への訪問については、それぞれに信

頼関係を構築し、生徒募集に必要な各種情報を、本

校との間で共有できるようにするため、戦略的に訪

問ができる体制を整備し、教職員、入試広報担当顧

問による協働体制を強化する。訪問エリアや訪問時

期等については、効率よく効果的に行えるようさま

ざまなデータをもとに十分検討し計画を立てること

とする。また、入試広報担当教職員を対象とした広

報スキルやマナーに関する研修会にも積極的に参加

することで、中学校や塾の先生への対応力やコミュ

ニケーション力を高め、信頼関係の拡大と深化をめ

ざす。さらに、2022年度より、学校案内の内容をコ

ンパクトにまとめた『ミニパンフレット』を作成し、

大阪市内全中学校、本校入試イベントへの参加者や

出願者の減少がみられる大阪府下の近隣地域（東大

阪市、守口市、枚方市、堺市、松原市、富田林市、

泉大津市、奈良市等）の 3年生の女子生徒に対して

積極的に配布し、知名度向上の対策を行った。この

『ミニパンフレット』は各種外部説明会においても

参加する受験生が手軽に手に取り、本校の魅力を容

易に知ることができる有効的なＰＲ媒体となってい

ることから、同パンフレットの作成と配付を継続し、

本校の知名度と認知度を上げるとともにオープンス

クール等入試関連イベントへの参加者数増をねらう。  

 

② 入試広報イベントの充実  

オープンスクールでは 2023（令和 5）年度の年間

テーマとして「心に伝わるオープンスクール」を意

識して実施してきた。2024（令和 6）年度も引き続

き「心に伝わるオープンスクール」を意識し、受験

生、保護者目線に立った魅力的なプログラムを企画

し、ＳＤＧｓへの取組みとしての探究学習等、他校

にはない本校独自の教育内容を受験生に伝える。ま

た、外部の進学相談会については、過去の相談者数

等のデータを分析し参加する相談会を精査する一方、

校内で開催する入試相談会についても、本校独自の

教育内容の周知を図るための新たな企画を検討・実

施し、参加者のさらなる増加につなげる。なお、こ

れらの検討にあたっては、塾や教育関連企業などと

の間で情報共有を密にするなどして信頼関係を構築

し、そこから得られる情報・データを積極的に活用

して行うこととする。  

 

③ 情報発信の強化  

中学校・塾訪問、また受験生や保護者対象の入試

対策イベントのような対面での接触に加え、ＳＮＳ

の社会的流行などを考えて、Web 広告等による情報

発信を積極的に行うことで、受験者層に直接的に訴

求する宣伝活動を強化していく。また、2021（令和

3）年度に公式ホームページのリニューアルを行い、

メニューや導線が整理されたことで知りたい情報が

得やすくなっている。また、ページデザインも動的

コンテンツの掲載を主としたものとなり、これを活

かして、教育内容を「魅せる」 発信を展開していく。

さらに、「LINE アカウント」を継続活用し、本校へ

の接触者に対する様々な入試イベント情報の発信を

随時行うことで、本校に対する関心を継続させて出

願・入学へとつなげる。また、受験生だけでなく保

護者世代の利用率も高く、情報検索ツールとしても

活用されている「Instagram」を 2022（令和 4）年度

より導入し、生徒たちの日常を伝 える情報発信を積

極的に行い、900 名を超えるフォロワーを獲得して

いるが、2024（令和 6）年度は、より多彩な教育活動

をタイムリーに発信することで、知名度及び認知度

のさらなる向上をめざす。  

 

（２）戦略的な広報活動のためのＩＲの推進  

生徒募集活動を戦略的に推進するにあたり、学内

のみならず学外にも存在するあらゆるデータを分

析・可視化し、その考察に基づいて計画立案、政策

形成、意思決定をサポートするＩＲは、高等教育機

関である大学と同様に中等教育機関である中学・高

等学校においても、その有用性及び必要性は重要視

されるべきである。各種入試広報イベントへの参加

者数や経年推移等のデータは、これまでも分析・考

察を続けることで、参加者増加につながるイベント

やプログラムの企画・検討に役立ててきた。 2024

（令和 6）年度においても、引き続き学校・塾訪問

のデータや各種イベント参加者や回数等の属性情報

をさらに細かく分析し生徒募集に関するデータ分析

を行う。特に各種入試広報イベントやオープンスク

ール、またそれらにおいて実施される各種授業やプ

ログラム等への参加者を個人別にデータベース化し、

一人ひとりの属性情報を深く分析することで、より

効率的な広報活動につなげていく。さらに、ＩＲ業

務のスキルアップとして、広報担当教職員が入試広

報や生徒募集に関する外部の講習会等に参加するな

どし、その技量の向上に努める。また、在籍生徒の
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学業成績に関するデータを分析するとともに、デー

タを基にした効果的な広報活動が行えるよう、中学

校・高等学校独自のＩＲ活動推進体制の整備に向け

て検討を進める。 
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※大学、中学校・高等学校共通 
 

■１．キャンパス整備に関する事項 
（１）2024(令和6)年度施設整備について 

2020（令和2）年度に作成した南港学舎、本町学舎

の長期的な施設営繕計画に基づき、2024年度は、下

記の整備を行う。 

 

① 南港学舎 

南港学舎は、学舎竣工後40年余りを経過しており、

設備関係の老朽化が進んでいるため、設備関係の更

新を中心とした整備を行う。主な整備工事は次の通

りである。 

1)講堂照明及び舞台設備改修工事 

2)講堂パイプオルガン足潰れ工事 

3)段差スロープ、インターロッキング張替工事 

4)各教室の整備工事 等 

 

② 本町学舎 

本町学舎は、建物及び設備の老朽化に対応した施

設・設備の維持管理を目標に整備を行う。主な整備

工事は次の通りである。 

1)C棟玄関改修工事 

2)講堂天井裏雨漏り改修工事 等 

また、本町学舎D棟・E棟の建替え事業については、

2026（令和8）年の竣工をめざし、関係機関等と細部

にわたる調整を行うこととする。 

 

（２）情報環境の整備充実 

社会におけるＩＣＴの利活用が進む中、教育現場

においても対応できる環境の整備・充実が必要とな

っており、またそれらを効果的に活用できる人材の

育成が急務となっている。 

 本学のＩＣＴ環境については、情報機器等の更新・

整備等を計画的に行う一方、既存のハード・ソフト

資産を最大限に活用し、オンラインを利用した授業

のほか、コミュニケーションを図る手段としての利

用や、教育研究、管理事務等の円滑な遂行を念頭に

整備を行う。 

 

① 大学におけるＩＣＴ活用教育の推進 

 『相愛大学第 2次将来構想』「1（3）⑦ＩＣＴを活

用した教育改善」「5（4）②社会の変革に対応した情

報環境の整備と充実」の具現化として、引き続き関

係機関・部署等と連携し、以下の取組みを推進する。 

 ・教職員・学生のＩＣＴリテラシーの向上 

 ・学生の情報教育（データサイエンス教育を含む）

の改革 

 ・ＩＣＴ活用教育モデル授業・事業の推進 

 

② 次期大学基幹システムの検討 

 現在運用中の大学向け総合パッケージシステム

「GAKUEN EX」のサポートが、2026（令和 8）年 3月

で終了するため、継続して次期システムの検討を行

う。 

 

③ ＩＣＴ機器の適正管理 

 学内の業務用ＰＣ、学生の教育用ＰＣをはじめと

する全学のＩＣＴ機器等について、計画的な構築を

めざすと共に、管理体制を強化する。あわせて、大

学学生全員へのＢＹＯＤ（Bring Your Own Device）

計画についても促進し、ＩＣＴ活用教育の推進につ

なげていく。 

 

④ 中学校・高等学校のＩＣＴ活用教育の環境整備 

 中学校・高等学校においては、「言語能力」「問題

発見・解決能力」と同様に「情報活用能力」が「学

習の基盤となる資質・能力」と位置付けられている。

ＩＣＴ活用教育の推進に伴う環境整備について、中

学校・高等学校の教職員と連携を図り、教育内容に

応じた適切なＩＣＴ環境を整備していく。 

 

■２．広報活動に関する事項 

 少子化の影響により、社会情勢が大きく変化して

いる中で、私学間競争が一層激化している状況であ

る。そのような状況下において、受験生、保護者、

生徒・学生、卒業生、小・中・高の先生など、学園

にとってのステークホルダーへ、また広く世間に相

愛ブランドを訴求するために、学園の特色を周知し、

知名度と好感度を高めていくことを念頭におき、以

下の取組みを実施する。 

 

① Ｗｅｂ広告の活用と情報収集 

 若い世代のみならず、本学受験生の親世代におい

ても、情報収集の主流はスマートフォンとなりつつ

ある。そのような状況の中、Ｗｅｂ広告は誰もが毎

日目にするものとなっており、Ｗｅｂ広告を介して

の情報発信を効率よく効果的に行いたい。また、単

にＷｅｂ広告を配信するだけでなく、一度本学の広

告と接触した人を追客する「追客型広告」を取り入

れ、興味のある層に、何度も広告を表示させること

で認知度を高め、興味・関心を持ち続けてもらうこ

とを目標とする。 

 

② ＳＮＳを利用した情報発信 

 ＳＮＳの利用が広く社会に浸透しているなか、本

学の情報提供ツールとしてもこれらを利用した積極

的な情報発信を行う。Ｘ（旧 Twitter）、Instagram、

Youtube など、それぞれの特性を活かした情報発信

をしていくこととする。 

 

③ 公式ホームページへの誘導の強化 

 公式ホームページにおいては、情報の見やすさと

ともに、正確な情報発信が重要である。その時々の

状況に対応した情報の発信を心がけるとともに、Ｗ

ｅｂ広告やＳＮＳで発信した情報も、最後にはホー

ムページへとたどり着き、掲載する幅広い情報を横

断的にみてもらえるよう掲載内容等の工夫を行う。 

 

④ 学園広報誌『SOAI Familiar』の制作 

 本学のステークホルダーへ広く情報発信を行うた

めに、年 1回発行の広報誌を第 40号として発行し、

各同窓会をはじめ、関係機関に送付するとともに、

学園同窓会や大学各学科、各部署等と連携し、関連
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するチラシ等を同封するなど、年 1回の発送の機会

を有効に活用する。コストパフォーマンスの面にお

いて、ページ数を抑える反面、ここから各記事の詳

細な情報へ導けるように編集に工夫をする。 
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Ⅲ．財務の概要 
 

■１．2024(令和6)年度予算の編成 
（１）2023(令和5)年度の状況・課題 

 令和4年度から大学は大きく入学者数が減少し特

に子ども発達学科は2年連続で入学定員の50％以下

という状況にある。一方中学高校については、令和

4年度までは増加傾向にあったが令和5年度は大きく

減少した。これにより本学園の収入の大部分を占め

る学生生徒納付金が大きく減ることとなり、学園財

政に大きな影響を与えている。また本町学舎建替え

に伴い、収益事業からの繰り入れ収入も減少してい

る。 

補正予算時においては、予算作成時より入学者が

大きく下回っており、令和4年度の予算編成人員は

1,600名であったのが、補正予算作成時には1,546名、

令和5年度は当初予算1,580名としていたものが補正

予算時に1,458名で、単年度支出超過となっている。

令和5年度補正予算では当初予算より約9千万円の支

出超過増となった。 

 

（２）2024(令和6)年度予算編成方針 

令和6年度予算において、主な収入源である学生生

徒数を大学1,053名、高校283名、中学105名の学園全

体で1,441名と見込み、前年度より139名減で編成す

ることとした。 

 令和5年度に緊急の課題とした学生生徒確保の対

策について、音楽学部の留学生募集の強化、人間発

達学部の学科名称の変更、施設設備の改修など実行

したものもあるが、令和6年度入学生に大きく効果が

あったとは言えない。令和6年度は大幅な支出削減を

行う必要があり、人件費の削減、経常経費において

は全体として10％以上のマイナスシーリングを行う。

次年度以降は収入の増加が必須の課題であり、いか

に効果的に学生生徒募集を行っていくかが重要であ

る。 

また、大規模な改修事業である本町プロジェクト

については、試掘調査による遺跡発見に伴い、工期

延伸を余儀なくされたが、令和8（2026）年度夏には

完成予定で、中学校・高等学校では2学期より使用開

始を予定している。 

 

■２．予算の概要 
2024（令和6）年度予算は、資金総額40億6,830万

8千円であり、当該年度のすべての収支顛末を明確に

する資金収支予算については、次の通りである。 

 

（１）資金収支予算 

≪収入の部≫ 

 資金収入の部で経常費収入の大半を占めているの

は、学生生徒等納付金収入と補助金収入である。 

 

① 学生生徒等納付金収入は、16億1,209万2千円であ

る。在校学生生徒数は2023（令和5）年10月時点を、

新入生予想数は2023（令和5）年12月時点における入

試状況をもとに、大学・高等学校・中学校全体で1,441

名とした。2023（令和5）年度補正予算の17名減であ

る。 

 

② 手数料収入は、1,583万6千円である。その内容は、

入学検定料収入・追再試等の試験料収入・証明手数

料収入・入試センター試験実施手数料収入である。 

 

③ 寄付金収入は、2,348万4千円である。保護者会（後

援会・敬愛会・育友会）や2018（平成30）年10月か

ら始めたウィステリア基金（卒業生・教職員等）に

寄せられた寄付金である。 

 

④ 補助金収入は、5億5,950万1千円である。国庫補

助金収入では経常費補助金、施設整備補助金等で、

地方公共団体補助金収入では経常費補助金と高等学

校授業料支援補助金を計上した。 

 

⑤ 付随事業・収益事業収入は、9,087万8千円である。

高等学校・中学校の制服等の販売である補助活動収

入、大学附属音楽教室納付金等の付随事業収入及び

本町土地の賃料等収益事業収入よりの繰入である。 

 

⑥ 受取利息・配当金収入は、132万6千円である。有

価証券や預金の利息の収入である。 

 

⑦ 雑収入は、1億3,622万7千円である。定年退職者

の退職金財団交付金収入、本町学舎施設利用料収入、

オーケストラ演奏会のチケット収入等である。 

 

⑧ 借入金等収入は、12億7,400万である。本町学舎

建て替え計画に伴う私学事業団等からの借入予定で

ある。 

 

⑨ 前受金収入は、2億5,027万5千円である。次年度

入学生の入学金・授業料等である。 

 

⑩ その他の収入は、2億3,275万4千円である。前年

度の未収入金、奨学貸付金回収収入、新体操振興引

当特定資産を取崩した収入である。 

 

⑪ 資金収入調整勘定は、マイナス4億6,839万5千円

である。退職金財団交付金等の未収入金と前年度に

受け入れた入学金等の前期末前受金である。 

 

⑫ 前年度繰越支払資金は、2023（令和5）年度補正

予算額の3億4,033万円である。 

 

≪支出の部≫ 

 2024（令和6）年度の重点事項予算は、研究助成経

費26万3千円、学部共通教育改革経費147万円5千円で

ある。また、本町学舎建て替え計画の費用12億6,839

万5千円を計上した。 

 

① 人件費支出は、16億4,400万円である。その内、

定年退職者に対する退職金が1億4,215万3千円であ

る。 

 

② 教育研究経費支出は、7億3,689万円である。この

経費の内容は、奨学金支出、教学部門経費及び教員

の研究経費等である。また、本町学舎建て替え計画
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に伴う経費1,046万円を含んでいる。 

 

③ 管理経費支出は、1億7,675万4千円である。この

経費の内容は、学生・生徒募集経費、管理部門経費

である。また、本町学舎建て替え計画に伴う経費

4,956万7千円を含んでいる。 

 

④ 借入金等利息支出は、1,357万9千円である。その

うち、本町学舎建て替え計画に伴う私学事業団から

の借入金の返済にかかる利息が1,350万1千円となる。 

 

⑤ 借入金等返済支出は、大学の本町学舎整備に伴う

借入金の返済にかかる4,641万円である。これは、平

成22年に行った大学の本町学舎整備に伴う借入金

（龍谷学事貸付金庫よりの借入4億円）にかかる

2,600万円と、現在行っている本町学舎建て替え計画

に伴う私学事業団からの借入金にかかる2,041万円

である。 

 

⑥ 施設関係支出は、12億1,174万2千円である。これ

は、本町学舎、南港学舎の施設維持及び改修工事の

経費1,067万1千円と、本町学舎建て替え計画に伴う

経費12億107万1千円を含んでいる。 

 

⑦ 設備関係支出は、745万7千円である。この経費の

内容は、教育研究用機器備品支出、図書支出等であ

る。 

 

⑧ 資産運用支出は、1,322万6千円である。この内容

は、龍谷学事振興出資金支出200万円と特別奨学金特

定預金繰入支出494万4千円、奨学基金引当資産繰入

支出128万2千円、ウィステリア基金引当特定資産繰

入支出500万円の経費である。 

 

⑨ その他の支出は、1億2,065万9千円である。相愛

学園奨学貸付金、前年度退職金等の未払金、及び翌

年度経費の前払金である。 

 

⑩ 資金支出調整勘定は、マイナス2億859万7千円で

ある。退職金等の未払、リース資産の翌年度以降支

払額、前年度の前払金の額である。 

 

⑪ 翌年度繰越支払資金は、3億618万8千円である。 

 

（２）事業活動収支予算 

 事業活動収支計算書では「教育活動収支」「教育活

動外収支」「特別収支」の三区分となり、基本金組入

額は当年度の収支差額を出してから、最後に差し引

く形となっている。 

 

① 教育活動収支 

 学校の「本業」ともいうべき、教育・研究活動に

関する収支である。収入では学生生徒等納付金や施

設整備目的以外の寄付金、経常費等補助金などを計

上している。支出では人件費や教育研究経費、管理

経費などをここに計上している。今年度の教育活動

収入合計は22億4,808万9千円、教育活動支出合計は

28億337万1千円、結果教育活動収支差額がマイナス

5億5,528万2千円である。 

 

② 教育活動外収支 

 学校の教育活動を側面から支える、財務的な活動

や収益事業活動に係る収支である。収入では受取利

息・配当金や収益事業収入など、支出では借入金等

利息などを計上している。今年度の教育活動外収入

合計は6,264万7千円、教育活動外支出合計は1,357万

9千円、結果教育活動外収支差額が4,906万8千円とな

り、教育活動収支差額と合わせた経常収支差額がマ

イナス5億621万4千円である。 

 

③ 特別収支 

 特別な要因によって発生した、学校法人の臨時的

な収支であり、収入では売却益が出た場合の資産売

却差額や施設整備に関する寄付金・補助金、現物寄

付金などを、支出では資産処分差額（売却損が出た

場合）や災害損失などをここに計上する。今年度の

特別収入合計は1億3,207万円、特別支出は0円であり、

特別収支差額が1億3,207万円となった。 

 これら三つの収支を合計したものが「基本金組入

前当年度収支差額」で、2024（令和6）年度予算では、

マイナス3億7,414万4千円である。 

 今年度の第1号基本金組入は5,509万2千円で、施

設・設備関係の構築・取得によるものと前年度未組

入額との相殺額である。 

 基本金組入後の当年度収支差額はマイナス4億

2,923万6千円、前年度繰越収支差額マイナス141億

9,396万9千円となり、基本金取崩額0円と合わせて翌

年度繰越収支差額はマイナス146億2320万5千円であ

る。 
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